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 午前 ９時５９分 開  議 

 

○島軒純一議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第２号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○島軒純一議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、公共施設等総合管理計画の円滑な推進に

ついて外１点、15番中村圭介議員。 

  〔１５番中村圭介議員登壇〕（拍手） 

○１５番（中村圭介議員） 皆さん、おはようござ

います。 

  議員となりまして、７年目を迎えるわけですけ

れども、今回初めてのトップバッターを務めさせ

ていただくことになりました。議会運営委員会の

鳥海委員長、すばらしいくじを引いていただきま

して大変ありがとうございました。 

  今回は、２つの項目について一般質問をさせて

いただきます。 

  まず、１点目が公共施設等総合管理計画の円滑

な推進についてで、もう一つが地下水利用と地盤

沈下について、この２点について質問させていた

だきます。 

  まず１点目、公共施設等総合管理計画の円滑な

推進についてから入らせていただきます。 

  この質問に入る前に、なぜこの質問をさせてい

ただくかというその背景についてだけ、少し触れ

させていただきたいと思います。 

  私どもは、木村芳浩副議長を会長とする文㐂会、

堤郁雄議員、山田富佐子議員、齋藤千惠子議員、

相田光照議員と私、６名で同期会を結成しており

ます。定例会ごとに勉強会を開催しながら、必要

に応じては管内・管外視察を行うことで、我々議

員の質の向上につなげながら政策的に結びつく

ということで現在まで活動を続けております。 

  その文㐂会で昨年、姫路市のほうに視察に行き

ました。それが公共施設関連のことでございます。

これらのことを昨年の９月定例会でもお話しさ

せていただいたわけですが、その後、我々文㐂会

としましても、公共施設等総合管理計画の円滑な

推進については極めて重要だということで、その

後勉強会も重ねましたし、そして文㐂会としての

我々の一定の見解も導き出したところでござい

ます。 

  ですので、この１番目に関しては、私も以前か

ら強い思いは持っておりますけれども、その文㐂

会のメンバーの思いも背負いながら、私の後ろに

そのメンバーがいるというふうなところを感じ

取っていただきながら、ぜひ質問のほうにもお答

えいただければというふうに思います。 

  それでは、早速質問に入らせていただきますけ

れども、私は初当選以来、公共施設に関する質問

は４回目となります。 

  厳しい財政状況の中、更新するにも維持管理を

行うにも高額な費用を要する公共施設を長期的

な視野を持って計画的に管理していく必要性を

強く抱いているからであります。その思いがある

からこそ、幾度も提案させていただきました。 

  ちょっとここで、過去３回の質問を振り返らせ

ていただきたいと思います。 

  公共施設に関連する一番初めの質問は、平成24

年３月の定例会になります。このときは、公共施

設の効率的な配置計画や既存施設の利活用、跡地

の有効利用や民間への貸し出し等を戦略的に推

し進めるためにも、公共施設の基礎データを一元

管理すべきだということを提言させていただき

ました。つまり、計画的な公共施設の維持管理と

統廃合を検討する基礎データとせよという思い

からであります。 

  このときは、公共施設の全体的な掌握の必要性
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に理解を示していただきながら、その対応方につ

いては研究したいとの答弁をいただいておりま

す。私自身は、勝手に、その後に出た白書をつく

るきっかけになったんじゃないかなというふう

に思い込んでいるところでございます。 

  そして、２回目の質問になりますけれども、こ

ちらは平成26年の12月定例会になります。このと

きは、定例会前に示された公共施設白書について

の認識と今後の対応についてただしました。白書

のその衝撃的な内容は、今でも私もはっきりと覚

えております。今後40年において、建てかえ及び

大規模修繕に要する費用は総額で1,435億円、平

均すると年間36億円もの費用が必要となるとの

試算がされておりました。そして、当時の白書は

まだ上下水道や病院、企業会計の施設、道路、橋

梁といったインフラ系の施設は含まれておりま

せんでした。つまり、総額で幾らかかるかは、全

体像がつかめていないというような状況でござ

います。そして、さらに最後には、今後市税や交

付税の歳入が減少していくことが見込まれる中、

現在の公共施設の総量維持はほぼ不可能である

という形で締めくくっていました。 

  そんな将来を見通せない状況を一刻も早く打開

するためにも、早急に公共施設等総合管理計画の

策定に着手すべきだということを提案させてい

ただきました。こちらも趣旨には御理解いただい

たんですが、一定の時間をいただきたいという答

弁があり、その後公共施設等総合管理計画が完成

するまでは約２年３カ月を要することとなって

しまいました。 

  そして、最後の３回目は、昨年、平成29年９月

定例会になります。 

  公共施設等総合管理計画が示され、その進捗管

理について伺いました。約140もの公共施設の方

向性を庁内検討委員会を中心にどのように進め

ていくのか、また施設の統廃合の検討だけではな

く、姫路市の事例を示しながら、長いスパンで修

繕計画を専門部署を設けて策定してはどうかと

いうことを提案させていただきましたが、そのと

き我妻企画調整部長からは、「例えば10年スパン

で、今後10年間での役所全体の建物というものに

ついてどういうような修繕、例えばある程度の規

模の修繕を全て、年ごとに一覧表にして考えてみ

るというような検討は必要になってくると思い

ます。今後、その時期、やり方については検討さ

せていただきたいと思います。当然、それなりの

体制も必要になってくると考えております」とい

うような答弁をいただきました。 

  また、現場を所管する杉浦建設部長からも、「現

状では、施設を有する課がそれぞれの判断に基づ

いて維持修繕を実施しておりますけれども、今後

庁内の修繕業務を組織として一元化したほうが

画一的、そして効率的な維持管理が可能となった

り、あるいは技術の集約とか職員の育成にもつな

がるのではないかというふうに思っているとこ

ろです」といったように、大変前向きな答弁をい

ただいたところでございます。 

  その検討結果については、質問席から伺いたい

と思いますけれども、本当に長い前置きになりま

したが、今御紹介させていただいたとおり、過去

においても公共施設に関しては、私もしつこく質

問をしてきたわけですが、結局何を言いたかった

かといえば、冒頭に話したとおり、厳しい財政状

況の中、更新するにも維持管理を行うにも高額な

費用を要する公共施設を長期的な視野を持って

計画的に管理していかなければならないという

ことであります。 

  公共施設等総合管理計画では、施設の床面積の

削減の目標が記載されておりますけれども、20年

後に建物系施設の保有総量、延べ床面積の20％を

削減し、40年後には40％の削減を目標としており

ます。財政健全化計画の基礎資料をもとに投資的

経費に投入できる１年当たりの税負担額を15億

円以内におさめるためには、40年後の40％削減は

必達目標と言えます。しかしながら、対象となる

141の施設の延べ床面積の合計は36万7,008平米、



- 19 - 

その40％となれば、何と15万平米近い延べ床面積

の削減が必要となります。15万平米の削減といっ

てもどの程度のものかということのイメージは、

私自身も全くつきませんが、とてつもなく高いハ

ードルであるということは直感的にわかります。 

  そこで、まず壇上からは２点について伺います。 

  まず、１点目、20年後に20％、40年後に40％と

いうハードルの高い削減目標を設定されており

ますが、それについてどのような認識をお持ちな

のでしょうか。 

  そして、２点目は、その目標達成に向けた取り

組みやプロセスについてお知らせいただきたい

というふうに思います。 

  そして、２番目、次の質問に移ります。２番目

の地下水利用と地盤沈下について伺います。 

  今回の質問に当たりまして、環境省や国土交通

省が開示しておりますさまざまな資料に私も目

を通させていただきました。本市のみならず他地

域においても、地盤沈下が深刻な問題であるとい

うことを認識した一方、国土交通省のホームペー

ジにおいて公表されていた全国の代表的な地盤

沈下地域の一つとして我が米沢市が掲載されて

おり、本市における地盤沈下の深刻さを痛感した

ところでもございます。 

  さて、その国土交通省のホームページによりま

すと、我が国の地下水の過剰摂取による地盤沈下

は、関東平野南部では明治の中期から、大阪平野

でも昭和の初期から認められるようになり、さら

には昭和30年以降は全国に拡大したというふう

に言われております。 

  そして、沿岸部では、地下水の過剰摂取によっ

て帯水層に海水が浸入して塩水化が生じ、水道水

や工業用水、農作物への被害が生じている地域も

あったようであります。 

  その後、地盤沈下は地下水の採取規制や表流水

への水源転換などの措置を講じることによって、

全国的には近年鎮静化の方向へ向かったようで

あります。 

  一方、本市では昭和42年ごろから中心部の大町

近辺の一部地域で地盤沈下による被害が生じ始

めたと言われておるようです。その後も地盤沈下

はおさまることなく、対応策として、昭和49年か

ら本市が水準測量を実施し、昭和51年から県条例

に基づき地下水採取の規制を行ってまいりまし

た。しかしながら、現在において、地盤沈下がお

さまる様子はございません。本市においては、特

に冬期間の消雪用水の利用が影響しているもの

と考えられますが、豪雪地帯である本市にとって

は悩ましい問題ではないでしょうか。 

  この地盤沈下は、一旦生じると二度と同じ高さ

に戻すことができない非常に厄介な公害であり、

また地下水位の低下は地下水に依存する産業に

今後大きなダメージを与えかねません。 

  限りある有効資源を適切に利用し、一日も早く

地盤沈下を抑制したいという思いから、壇上より

２項目について伺います。 

  まず、１点目、現在の本市における地盤沈下の

状況はどのようになっているのか。また、その地

盤沈下によってどのような被害が引き起こされ

ているのかをお知らせください。 

  そして、２点目、現在において公的機関、つま

り市ですとか県、国、教育機関等を指しますけれ

ども、この公的機関が利用する地下水にはどのよ

うな種別のものがあるのかを伺いたいと思いま

す。 

  以上、壇上からの質問とさせていただきます。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、公共施設等総

合管理計画の円滑な推進についての御質問にお

答えいたします。 

  御質問の中にもありましたが、本市の公共施設

等総合管理計画は、平成28年度に策定を行い、そ

の中において、具体的な目標値として現在保有し

ている施設の延べ床面積を20年間で20％削減す

ることを掲げております。 
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  この目標値を設定するに当たっては、まず計画

策定から40年後の2055年までの期間に同じ規模

の施設を保有し続けた場合の大規模改修や更新

に必要となる費用を算出したところ1,345億円を

要することとなり、国からの補助金や交付税など

の歳入を除くと、年間の平均額として24.2億円を

要すると見込んだところであります。 

  この金額に対して、今後市が現実的に負担でき

る額を年間15億円と想定すると、40年間で40％の

延べ床面積の削減が必要であるという結果から、

当初計画の目標となる20年後に２分の１の20％

削減を目標値として設定したものであります。 

  この公共施設等総合管理計画の策定に当たって

は、副市長をトップに部長級で組織する庁内検討

委員会での検討を重ねるとともに、外部有識者で

組織する行政経営市民会議においても４回にわ

たって御協議をいただき、目標値の設定について

も、取り組みの具体的な方向性を示す適切なもの

との評価をいただいたところであります。 

  計画策定後においては、机上の空論とならずに

実効性のある取り組み、ＰＤＣＡサイクルの徹底

などが重要であることから、計画の推進を担う組

織として庁内検討委員会を計画策定後も継続的

に開催しているところです。 

  計画策定からは１年が経過したところであり、

これまでの実績としまして、寿山荘、第三中学校

寄宿舎の廃止、さらに山上コミュニティセンター

の旧敬師児童センターを活用した整備が挙げら

れるところであります。今年度も、廃止、移管、

さらに施設の今後のあり方も含めて、さまざまな

検討を進めているところであり、今後も庁内での

情報共有と意思統一を図り、公共施設等総合管理

計画に基づく取り組みを推進してまいりたいと

考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、２の地下水利

用と地盤沈下対策についての御質問にお答えい

たします。 

  まず、本市内における国、県の地下水利用の状

況についてでありますが、国土交通省が管理する

国道のうち機械除雪ができない狭隘な場所、具体

的には国道13号窪田歩道橋付近と旧窪田児童遊

園入り口付近の２カ所の歩道部分で地下水散水

による消雪をしているほか、米沢駅東口から八幡

原大橋に向かう県道と国道13号との交差点付近

の片子地下横断歩道周辺の融雪装置として無散

水還元方式による地下水利用がされております。 

  山形県が管理する県道の消雪パイプ設置区間に

つきましては、車道は９路線で総延長が約10.7キ

ロメートル、住之江橋ほか歩道の無散水消雪装置

設置区間が５路線で約3.5キロメートルとなって

おり、使用井戸の数は39となっております。 

  また、これら道路の消雪用のほか、国、県の各

行政機関や学校施設などにおいても、消雪や生活

用水、試験研究用などさまざまな用途に地下水を

利用している状況があるところです。 

  次に、本市における地盤沈下の状況、それによ

る被害の状況についてお答えいたします。 

  本市では、昭和49年から地盤沈下調査水準測量

を毎年実施しておりますが、昨年度の測量結果に

よりますと、昭和49年からの累積沈下量が最も大

きいのは門東町一丁目１番の387ミリメートルで、

次が門東町一丁目５番の368ミリメートル、３番

目としましては門東町一丁目２番の354ミリメー

トルという結果でありました。この３地点の平成

28年から29年にかけての地盤沈下量を見ますと、

２ミリメートルから３ミリメートルの沈下量と

いう結果であります。また、直近５年間の累積沈

下量が最大の箇所は金池八丁目１番で44ミリメ

ートルとなっており、全体的に見ますと地盤沈下

量は鎮静化している傾向にあります。 

  なお、環境省で要注意としている年間20ミリメ

ートル以上の沈下は、平成25年度以降の調査では

観測されておりません。 
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  続いて、地盤沈下による被害についてでありま

すが、本市では昭和40年ごろに市街地の一部で著

しい地盤沈下が起こり、コンクリートに亀裂が入

るなどの被害が発生したものの、近年は顕著な被

害の報告はなく、地盤沈下の疑いで１件の相談が

２年前に寄せられておりますが、地下水の過剰揚

水による地盤沈下を原因として発生したものと

特定するには困難であった相談でありまして、ほ

かに相談は受けていないところであります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） それでは、質問席から

再度質問させていただきたいと思います。 

  この質問をするに当たりまして、一部壇上でも

触れましたが、私は20年後に20％削減すること、

そして行く行くは投資的経費の15億円以内でお

さめるには40％を目指さなければいけないとい

うこと、あるいは数字だけで見ても大変危機感を

抱いておるところでございます。 

  ですので、ちょっと壇上ではお話ししたんです

けれども、何で危機的状況なのかという私の思い

を皆さんに共有していただくために、議長より許

可をいただきまして資料のほうを準備させてい

ただいておりますので、そちらの資料を見ながら

再度復習といいますか、私の考えをちょっとお話

しさせていただきたいというふうに思います。 

  まず初めに、建物系施設の保有総量の削減の目

標のほうからちょっとごらんいただければと思

います。ここに、まさに先ほどお話ししました投

資できる金額を15億円と算定しまして、そのため

には40％削減しなければならないという図が載

っております。この計算をもとに、当然その目標

数値が出てきたことになるわけであります。 

  それで、この数字を見て私が感じたのは、単純

にその床面積の削減を進める、これも大事ですけ

れども、ここの一番上の維持管理負担額という部

分、こちらも非常に極めて重要なものだなという

ふうに思っております。こちらもある程度このく

らいかかるであろうということの仮定の記載で

あろうかと思いますけれども、この将来における

維持管理負担額、これを正確に把握しながら財政

予測をしていくということが何よりも大事なの

ではないかというふうに思っております。 

  そして、じゃあこの目標を見たときに、何に私

が危機意識を相当持っているかといいますと、も

う片方の公共施設等の現状と課題というページ、

裏面になりますかね。こちらをごらんいただきた

いというふうに思います。 

  これを見れば、円グラフの中に41施設、36万

7,008平米というふうになっております。単純に

ですけれども、40年後の40％という数字をこの数

字に当てはめますと約15万平米。つまりどういう

ことかというと、ほぼ学校教育施設と同等の面積

を削減しなければならないということになって

おります。当然学校を、小中学校をなくすわけに

はいかないので、小中学校の機能を維持しながら、

40年後には今現在存在する小中学校の面積を削

減していかなければならないという極めてハー

ドルの高い状況となっておるところでございま

す。 

  厳密に言えば、病院系の施設は今回の計画から

抜いているということで若干その削減面積は減

ろうかと思いますけれども、いずれにしても大変

厳しい目標なのではないかなというふうに思っ

ております。 

  そこで、この大変厳しい計画なんですけれども、

中川市長が就任されてから、多分就任以前から厳

しい状況というのは御存じかと思うんですけれ

ども、その後にこういった公共施設等総合管理計

画が策定されてこういった事実が明らかになっ

たわけです。ちょっと質問に入る前に、この現状

について市長はどういう認識というか危機感を

持っていらっしゃるか、ぜひ一言お聞かせいただ

ければと思います。 

○島軒純一議長 中川市長。 

○中川 勝市長 改めて今御指摘ありましたように、
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公共施設等総合管理計画の中ではこのような数

値を出しておるわけでありますけれども、財源も

含めてどう新たなもの、あるいは維持管理をどの

ように進めていくかという部分については、私は

やっぱり議員と同様に相当厳しい状況にあると

いうふうに思っております。 

  なぜかといいますと、一番の課題は今後財源を

どう見通すか。20年、40年後まで財源をどのよう

に見通すかというのは非常に難しい部分があり

ますので、今現在においてはこのような計画を進

めていくという上でありますけれども、今後人口

減少とかそうなった場合に、どのようにこの財源

を確保していくことができるかと。そして、その

ときの人口的なものも含めて、米沢市の状況がど

うなっているかと。やっぱりそこら辺も今後しっ

かりとその年度、年度において、やっぱり判断し

ていくべきものは判断しながら進めていかなけ

ればならないというふうに考えておりますけれ

ども、いずれにしましても厳しい状況にあるとい

うことだけは、私の中でもそのように判断をして

おります。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） 今、市長おっしゃいま

した。確かに今後の財政見通しを予測するという

のは大変困難かと思われますけれども、しかしな

がらこの後税収がふえて、結果的に削減しなくて

もよかったとなればいいんでしょうけれども、こ

の予測より厳しい財政収支になるということも

予測されることから、当面財政健全化計画で用い

た数値を使ってはじき出されているという経過

もございますので、まずはこの20年後の20％、ま

ずここに向けて進むことと、将来的には40％削減

というものは、ぜひこれは取り組まなければなら

ないというふうに私自身感じておるところでご

ざいます。 

  そこでなんですが、ちょっとお伺いしたいのは、

当然これから公共施設は残念ながら統廃合とい

う形になっていくので、これはちょっと市民にと

っては若干ネガティブな話になってこようかと

思います。そして、我々議会としても市民の最大

の関心事である公共施設等総合管理計画がどの

ように進捗しているのかということをしっかり

とチェックしながら、その進捗管理を行っていく

必要があろうかと思います。 

  しかしながら、先ほど言った20％、40％という

大変危機的というか、大変ハードルが高いという

目標に関して、何となく私自身は想像もつかない

ゴールを設定してそこに走っていっているんで

はないかなというふうに外から見て感じておる

ところでございます。 

  一部一部、とりあえずから手をかけていくので

はなくて、段階的に20年後どのように進んでいく

のかという、とりあえずゴールするのを待って結

果を見るのではなく、そのゴールに向けてどう進

んでいくのかというような当面の中長期的な計

画であったりロードマップ、そういったものを

我々議会にも、そして今後個別の管理計画を策定

する各課にも示していく必要があるのではない

かというふうに思うわけですが、その辺はいかが

でしょうか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 おっしゃるとおり、この

20年で20％削減というものをどのように進めて

いくのかという、より具体的なものが早くお出し

できればそれにこしたことはないというのは御

指摘のとおりだと思います。市としても、５年ご

とにこの計画見直しを行いたいというようなと

ころの考えを持っておりますので、その中でもう

少し今後突っ込んだ内容にも入っていけるのか

なと思っているところでありますが、まず今回は

つくってスタートをさせたというところ。 

  そして、資料の中でも、今お話の中でもありま

した。学校の統廃合、適正規模・適正配置という

ものについて動き始めたというようなところで、

その状況も見守りながらというようなところで、

今後この公共施設等総合管理計画にも時期が来
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ればある程度反映できるものも、明文化できるも

のも出てくるのかなと感じているところでござ

います。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） ならば、１点ここで確

認しておきたいところがあるんですけれども、総

合管理計画の進捗ぐあいを見ると、やはり各課が

担当する施設を個別計画を策定して、庁内検討委

員会で多分順位づけをしていきながらやってい

くというようなフローチャートが載っておった

かと思うんですけれども、各課がその個別計画を

作成するスケジューリング的なもの、こういった

ものというのはもう既に作成されて各課にも通

達なんかはされてらっしゃるんでしょうか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 各課で全てその分野にお

いての個別計画というものを作成してほしいと

いうようなところまではまだ至っておりません。

庁内検討委員会のほうでは、当面、この施設、こ

の施設というようなところで、これについては各

課のほうで議論すべき、そして物によっては統廃

合に向けて検討を進めるべきというような話し

合い、協議はさせていただいておりますので、物

によっては検討委員会のほうから各課のほうに

先にそちらの考えをぶつけて検討していただく

というものもございます。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） この質問をするに当た

りまして、私も他の自治体の幾つかの公共施設等

総合管理計画を読ませていただきました。やっぱ

り残念ながら、思いは伝わるがどう進んでいくの

か見えないところと、逆にこれらをもとにどう進

めるかということを明確にうたっている自治体

なんかもありました。 

  その中で、明確に進んでいくことを示している

自治体のお話なんですけれども、何を書いておっ

たかといいますと、総合管理計画はあくまでも今

後の進める考え方を示したものであると。個別具

体的な計画については、早急に、つまり個別施設

の管理計画もしくは維持管理、長期修繕計画を取

りまとめて、マネジメント基本方針、それを新た

に策定して公表しますと。そして、それらに基づ

いて具体的な行動に着手するんだということを

うたっている自治体がありました。私は、まさに

そのとおりだなというふうに思ったんです。 

  済みません、じゃあまず１点どうでしょうか、

この話を聞いて。私もこういうふうに進めるべき

じゃないかなと思うわけですが、いかがでしょう

か。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 昨年度の一般質問でもお

答えしたところでありますが、やはり理想的には

御指摘のとおりだと思います。その違う分野のも

のをどういうように同じ土俵の中で上げて順位

づけをするかというのは、なかなか難しいところ

で、その課題は非常に大きいと思いますが、やは

り財源的に今後もつのかというようなところが

一番の今回の計画の趣旨でございますので、さま

ざま違う分野であっても、一定の基準を持ってど

のような方向でいくかというような考え方は整

理しなければならないと思っております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） 私が言った個別計画を

早急に策定すべきだというものは、全施設を対象

にしてという意味でのお話でございます。先ほど

財政のお話をされておりますけれども、将来にお

ける財政見通しを立てるためには、できるところ

から着手するのではなくて、全施設を対象にして、

そして全体の公共施設の総量のあり方について、

早い段階でイメージを持つと。その方向性を決め

ることこそが、今後の財政見通しを立てる上でも

重要な作業になるというふうに私自身は考えて

おります。 

  ですからこそ個別計画を策定するにも、まず大

もととしてどういうスケジューリングでいくの

かと。20％削減、40％削減とはどういうことなの
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かということを、しっかり管理する部署に落とさ

ないと、それらに基づいた管理計画がつくれない

のではないかという思いから今回の質問をさせ

ていただいております。 

  そして、もう１点、今、部長答弁からもあった

ように、一部から、できるところからというよう

なお話もありました。この計画の中でも、「更新

時期を迎えた公共施設等について、以下の視点か

ら検討した上で、更新をするか、統合や廃止、複

合化するかを決定します」と。つまり、更新時期

を迎えてから決定するというような記載があり

ます。私、これは絶対やめたほうがいいと思うん

ですよ。これを迎える前に、早くビジョンを示す

べきだと思います。 

  なぜかといえば、残念ながらビジョンなき公共

施設整備の失敗例と言っていいでしょう、それを

私は経験しました。例えば、新文化複合施設。あ

れを建てるときに、財政面は大丈夫なのかという

ことで、市報に２度も、起債をしても計画どおり

返済するから大丈夫だというようなことで、議会

でも説明を受けて、じゃあ大丈夫なんだなと。そ

れで、議決されたやさきに、財政収支が赤字で非

常に厳しいと、そういったお話がなされました。

これは、やはり計画的なしっかりとした真の財政

収支のシミュレーションがなされていなかった

からこその結果だと思います。 

  そして、市役所と病院です。おおよそ今、方向

性は決まって進んでおりますけれども、残念なが

らこの米沢市のまちづくりの観点からというよ

うな議論ができなかったと。時間がないから、危

険だからという理由で、一番早くて一番安く済む

方法というような議論しかすることができなか

ったんです。 

  これは例えば、これが10年前、20年前に、いず

れ図書館もつくりたい、病院もつくりたい、市役

所もつくりたいというような議論をしながらし

っかりとそのあり方の方向性を示せば、私はまた

違った形のものになったんではないかなと。もし

くは、同じ形になったとしても、このまちのため

にどうあるべきかという大事なところの議論が

抜け落ちることはなかったんではないかなとい

うふうに思っております。 

  だからこそ、一日も早く、やはり全体の施設を

同時に検討しないと、複合化なんてできないと思

うんです、施設単体で計画するというのは。だか

らこそ、一日も早くビジョンを示してほしい、個

別計画を策定して、どういうふうに進んでいくの

か、どういうふうな将来の公共施設のあり方を持

っていくんだということを示してほしいという

ことを申し上げておるわけなんですが、その思い

をちょっと聞いた上で、再度大至急取り組んでい

ただきたいという旨をもう一度申し上げますが、

いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 個別計画、おっしゃると

おり、考え方については御指摘のとおりだと思い

ます。例えば、学校とか、今回資料もいただきま

したが、学校と住宅、こちらの公営住宅、市営住

宅でありますが、これが６割を占めていると。こ

れを考えなければ、20年で20％は削減できないと

いうようなところは、これまでも御説明申し上げ

てきたところであります。 

  学校においては、ようやく適正規模・適正配置

等基本計画が策定されて、各地区で御説明をさせ

ていただいているというようなところでありま

すので、これを市民の方に御理解をいただいて、

具体的に今後のスケジュールを立てるというも

のは、一定程度の時間がかかると思っております。

公営住宅についても、住んでいらっしゃる方が現

実にいるというようなところで、そちらについて

は、もちろん方針としては持たなくてはならない

と思っておりますが、実際に住んでいらっしゃる

方の御理解をいただきながら進めていく必要が

あるというようなところは考慮しなければなら

ないと思っております。 

○島軒純一議長 自分で整理して。中村圭介議員。 
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○１５番（中村圭介議員） 当然、進めるに当たっ

ての方法論としては、もちろんおっしゃるとおり

でありますけれども、今申し上げたのは、先ほど

言いました、ほかの自治体では公共施設等総合管

理計画は、あくまでも方向性を示すものだと。そ

の後に個別計画をつくって、そして更新するのか、

統廃合するのか、しっかりと長期修繕をやってい

くのかと。それらをしっかりとまとめたものでマ

ネジメント計画を策定して、それらをもとに具体

的な活動に入っていくと。だから、私が言ったの

は、それをやるべきだというようなお話なんです。

その点に関してはいかがでしょうか。 

○島軒純一議長 部長、総合的な、見渡した部署と

か、計画が必要というようなお話だと思いますが。

我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 ほかの自治体でそういう

ような実際にうまく回っている例があるという

ようなお話をいただきましたので、ちょっと参考

にさせていただきたいと思います。私どものほう

も、先ほど申し上げましたように、まだ、つくっ

て、始めて１年たったというようなところで、も

ちろんこれも申し上げましたが、５年ごとに改定

しなくてはならないというところで、それまでの

期間にいろいろ議論させていただいて、そういう

ものとうまくリンクしていけるのかというよう

なところも勉強させていただきたいと思います。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） ちょっと時間もないの

で余り触れませんけれども、リンクではなくて、

それはいわゆるアクションプラン的なものにな

りますから、それがあって初めて具体的な動きが

市民も我々も見えてくるものというふうに捉え

ていただければと思いますので、個別の検討でな

く全体の検討、それを示す大事なものになろうと

思いますので、お願いしたいなと思います。 

  それで、急ぐ理由はあるんですよ。なぜかとい

えば、立地適正化計画、これの策定が今進められ

ておるわけであります。立地適正化計画を見ます

と、やっぱりその都市機能のあり方ですとか、当

然そういったものを考慮しながらやっていかな

ければならないと。だから、そういうことであれ

ば、やはり都市機能、要するに将来の公共施設の

あり方の方針があってこその実のある立地適正

化計画になるんじゃないかなというふうに考え

ております。 

  ちなみに確認しますが、立地適正化計画と公共

施設等総合管理計画、これはどちらが上位計画に

なるんでしょうか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 立地適正化計画について

は、公共施設だけではなくてほかのまちづくり全

体のものも包含すると、民間についても包含する

というようなところでありますので、お互いにそ

ちらのほうは調整し合ってというようなところ

と理解しております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） 私は、公共施設のあり

方を決めるという意味では、公共施設等総合管理

計画で定めておることのほうが、私はですね、上

の計画だと思っていまして、当然立適をつくるに

当たっても公共施設等総合管理計画の理念を無

視したような都市機能の誘導なんていうものは

行えません。そういった意味でも、有効な立適を

つくるためにも、早く個別的な計画に着手してい

ただきたいということを申し上げておるところ

でございます。 

  ちょっと繰り返しになりますのであれですけれ

ども、それだけ策定すれば多くのメリットがあろ

うと思いますので、ぜひ取り組んでいただきたい

というふうに思います。 

  そして、壇上でもお話しさせていただきました、

営繕、修繕部門ですとか、そういったものへの担

当部署を設けてはどうかというお話。これは楽し

みに最後にとっておいたんですが、実際その後の

検討としてどのような結果になったか、まず伺い

たいと思います。 
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○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 ただいまお話があったとおり、

昨年９月定例会でお話を頂戴しまして、その際お

答えしましたけれども、公共建築物の今後のあり

方は改築、長寿命化、そして維持管理に重点が置

かれていくことというふうに私も考えておりま

す。 

  そのようなことを踏まえまして、技術的要素の

集約化を図った組織にしたほうが、より効果的な

業務推進や技術職員の育成にもつながるものと

考えておりまして、庁舎建替事業が始まる今年度

に営繕室が設置されまして、ハード面について中

心的な役割を担う形となって、一歩その環境に進

んだのではないかというふうに思っているとこ

ろです。 

  御質問の意図の営繕課という形にして、修繕全

体を公共施設等総合管理計画の中で客観的にマ

ネジメントするという働きでありますけれども、

今お話があったとおり、現在のところ個別管理計

画を基礎としておりますので、その修繕を全体的

にコントロールしていく形というふうになりま

すと、営繕分野が体制も含めまして、どこまでど

う携わっていくのが望ましいものかというよう

なところは、やはりまだまだ研究の余地、勉強さ

せていただきたいと思っているところでありま

す。 

  例のほうを出していただきましたけれども、先

進地、大きな行政体におきましては、しっかり体

制をつくってデータベースなりで改修計画をや

っているところもあるようですけれども、現在の

ところまだまだ携わり方を研究していきたいと

いう段階ですので、御理解のほうをよろしくお願

いします。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） この趣旨としますと、

先ほど言った個別計画とリンクしております。個

別計画をつくるということは、例えば担当部署が

所管するＡという施設に対して、今後じゃあ統合

なのか廃止なのか、それに伴って当然解体までの

維持修繕、長期計画、こういったところもつくら

なくてはいけないんですよ。それを、例えば専門

的でない部署の方々がそれらのものをつくると

なると、どうなんでしょうか。外部に委託するよ

うな形になるのか、ちょっと私はわからないんで

すけれども、相当な労力をおかけすることになる

んじゃないかなというふうに思っておるわけで

す。 

  ですから、そういった意味でも、そういった専

門技術を持った方がいる部署に移管することで、

一括で管理もできるし、情報の収集だったりも速

やかに行えるんではないかなというふうに考え

たところでございます。ですので、どうでしょう

か。そういう思いもあるんですが、その辺はいか

がでしょうか。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 現在も各施設の修繕とか改築

を行う場合は、我々建築分野のほうも相談に乗り

ながらやっているところであります。 

  御質問の趣旨の、それを全体的に１つに集めて

改修計画を有効的にならしながら行っていくと

いうようなコントロールの仕方については、ちょ

っとまだまだ研究していかなくてはならないと

いうふうに思っているところであります。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） この私が言う趣旨とし

ては、やはり大規模改修なんかも実施計画に登載

してというようなお話をされておりますが、建物

の長期修繕というのはある程度事前に予見とい

いますか、見通せるものであります。ですから、

そういった全施設の維持修繕の一覧、これは我妻

部長も昨年の議会で答弁いただきましたけれど

も、やはりそういったものをまとめて、財政サイ

ドがある程度その支出が見通せるというような

取りまとめも行えば、よりリアルな精度の高い財

政予測にもつながるであろうという話でござい

ます。 



- 27 - 

  そのためには、各課から上げてもらって取りま

とめするよりも、営繕を専門とするところがあっ

たほうが、より推進しやすいのではないかという

思いからのお話でございますので、答弁からまた

そのあり方についてというお話がありましたが、

する、しないも含めまして個別計画が始まってく

るということを鑑みますと、早急にここは決断と

いいますか、決めていただきたいということをお

願いしたいと思います。 

  改めてこの思いについて、私は先ほど文㐂会の

思いも持ってということをお話しさせていただ

きましたが、この中身について再度回答してとい

う形にでもなるのか、御提案させていただきたい

と思っておりますのでよろしくお願いいたしま

す。 

  それでは、次の地下水利用と地盤沈下について

に移らせていただきます。 

  先ほどお話をいただきました。まず伺っておき

たいのは、公的機関の利用について、主に消雪道

路というお話でありましたけれども、その利用、

全体の地下水利用に対する公的機関の利用割合

といいますか、そういったものというのは何か把

握されているものはございますでしょうか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 地下水の採取量の調査は

やってございますが、公共機関の分だけをちょっ

と集計して、割合とかはちょっと出していません

ので、今資料を持っていないところでございます。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） わかりました。済みま

せん。 

  結局、今回このお話をさせていただいたのは、

今若干、ピークから見れば鎮静化の傾向にあるよ

うだというようなお話です。これが水脈が完全に

途切れてぺっちゃんこになってしまったのか、何

らかの理由で落ちついているかわからないんで

すけれども、でもいずれにせよ平成24年までは年

間２センチメートルですかね。先ほど部長がおっ

しゃった、２ミリメートルですかね。（「20ミリ

メートル」の声あり）20ミリメートル、はい。20

ミリメートルのエリアだということで、環境省で

も注視するようなエリアになっておるようでご

ざいますので、これらを放置しておくわけにいか

ない、いずれ何らかの手だてを打っていかなけれ

ばならないという思いを私自身持っております。 

  そんな中で、公共施設で使う消雪用の水なんで

すけれども、実はことし一新会のほうで新潟県の

湯沢町のほうにお邪魔させていただきまして、若

干聞き取りの際にもお話をさせていただきまし

たけれども、下水の処理水を再利用して消雪用水

に利用しているというような現場を見てまいり

ました。 

  湯沢町さんの場合ですと、その処理水を２キロ

メートル先のちょうど温泉街の中心部のようで

したが、そこに送水してタンクに一時保管しなが

ら消雪管を敷設して消雪用水に使っていると。２

キロメートルの区間であれば温度もさほど落ち

ない、十数度も確保できるということと、当然ち

ょっとその最初の投資の段階では当然お金がか

かるわけですが、その後の整備後の機械除雪と比

較すれば、相当安価な値段での維持管理ができる

と。ましてや処理水なわけなので、当然地下水に

影響を与えないということで、住民の方も喜んで、

しかもその維持管理は、例えば泥はきとか、そこ

に隣接する受益者の方、町内の方が行っていると

いうことで、非常に我々にとっても夢のようなと

いうか、そんな事例を見てまいりました。 

  かといえども、当然どのくらいの費用がかかる

のかとかそういったところ、本市に当てはめれば

課題はあろうかと思いますけれども、ぜひ地盤沈

下を抑制すると、市民へ向けた啓発を行っていく

という意味でも、確かに米沢市としての揚水量は

少ないかもしれませんが、県と国とも協力しなが

ら、そういった新たな地下水揚水を最小限に食い

とめるというような方策についての検討もそろ

そろやっていかなくてはならないんじゃないか
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なということを考えるわけですが、その点につい

てのお考えを伺いたいと思います。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 地下水の採取をやっぱり

抑制するという意味で、そういったいろんな取り

組みを、新たな取り組みをしていかなくてはなら

ないというふうに考えています。 

  現在でも地下水を揚げないで、地下水のその熱

だけを利用するような融雪システムの研究等も

行っているところでございます。そういった下水

の処理水の利用とか、いろんな新しい方法、ある

いはいろんな先進地の事例などを参考にしてい

きたいというふうに考えております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） ちょっと先ほど申した

湯沢町の事例に関しては私どもも資料を持って

おりますので、機会を捉えてぜひ当局の皆さんに

も資料等をお示ししながら、ぜひ情報共有できれ

ばというふうにも考えております。 

  そういった意味でも、さまざまな方策について、

ここはぜひ取り組んでいただければということ

をお願いしたいというふうに思います。 

  最後になりますけれども、今回公共施設のお話

を中心にさせていただきました。やっぱり将来を

見通すですとか、大変難しいところに取り組む、

そしてハードルが高いところに取り組まれると

いうことは百も承知ではありますが、かといって

到達した未来が、達成することができず、公共施

設の維持管理もままならない、市民サービスが行

き届かないということだけは何としても避けた

いところであります。 

  ですので、大変厳しいとは思いますが、今考え

られる全てのできる限りの方策を尽くしていた

だきながら、この米沢市が持続可能なまちとして

存続できるような実のある方策を一日でも早く

打ち出していただきたいということをお願いし

まして、私の質問を終わりたいと思います。 

○島軒純一議長 以上で15番中村圭介議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５６分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０６分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、児童生徒の通学路等の安全を確保するた

めに外２点、７番高橋壽議員。 

  〔７番高橋 壽議員登壇〕（拍手） 

○７番（高橋 壽議員） 私は３点を質問いたしま

す。 

  最初の質問は、小中学生の通学路の安全確保の

ために、暗がり箇所の点検と街灯設置が必要では

ないかお伺いしたいと思います。 

  先ごろ、新潟県で小学生が殺害される事件に、

小中学生を持つ親だけにとどまらず、子供が安心

できる地域をと大人たちの関心が向けられてい

ます。 

  米沢市内でもこども110番の活動や下校時の防

犯協会の青パト活動など、地域のいろいろな団体

が取り組んでいるところです。 

  小中学校の通学路の安全確保の一つとして、暗

がり解消があります。米沢市内各小中学校ＰＴＡ

では、学区内の危険箇所を地図に落とした危険マ

ップで注意喚起をしたり、危険箇所の改善、解消

をしたりしています。 

  しかしながら、そうした活動がありながら、暗

がり解消がまだまだ不十分な状況ではないかと

考えます。 

  例えば、第七中学校の万世地区の生徒のほとん

どが通学する歩道の街灯は、七中が17年前に開校

するに当たって、教育委員会に父母関係者が要望

し、私もこの議会で取り上げるなどして、教育委

員会が持つ予算で設置しました。 
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  設置後に、設置数が少ないのではとの声もあり

ましたし、私もこれまでその都度教育委員会へ申

し上げてきましたが、当時は教育委員会が設置す

るという前例がなく、予算も十分とれない、しば

らく様子を見てからとの教育委員会の答弁で終

わっていました。 

  しかし、その後、入れかわる新入生と新入生の

父母からは、繰り返し「通学路が暗い、街灯をふ

やしてほしい」との声を聞いてきました。 

  今年度、七中の通学路については、蛍光灯から

ＬＥＤ照明に更新することになりましたが、街灯

をふやすことについてはこれまでと同じで、しば

らく様子を見てからと教育委員会の答弁です。 

  また、通学路の暗がり解消と要望すると、家並

みのある場所では各町内会で街灯を設置してく

ださいという対応になっているのではないでし

ょうか。各町内会で設置するとなると、各町内会

の事情でなかなか設置できないままになってい

るのが現状ではないでしょうか。 

  小中学生の通学路の暗がり解消は、教育委員会

の予算で対応する必要があるのではないでしょ

うか。 

  そこで伺います。通学路の暗がりを教育委員会

として改めて点検し、必要な箇所には教育委員会

が予算を措置し、解消策を講じるべきではないで

しょうか。 

  次に、市内小学校の校庭などに設置されている

大型遊具にとどまらず、小型の滑り台、ブランコ

なども現状では子供たちが使えない状況になっ

ていることについて伺います。 

  「ここで遊んではいけません」の張り紙とロー

プが張ってある遊具が、市内の小学校で多数見受

けられます。まず、現状、そしてなぜそのような

事態になっているのか原因をお知らせください。 

  その上で、教育委員会としてはどのような対応

を考えているのかお伺いいたします。 

  次の質問は、県への米沢市重要事業要望事項の

一つ、療育・訓練機能を有するセンターの置賜地

域への設置について伺います。 

  この要望については、長年の関係者の懸案事項

となってきました。発達障がいを持つ子供にとっ

て、早期の診断とその診断に沿った療育をいかに

早くスタートするかが重要とされています。米沢

市の子供は、上山市の県立こども医療療育センタ

ーで診断、療育を受けることになりますが、初診

待ちは半年以上が何年も続いています。その結果、

福島県や新潟県の医療機関で診断を受け、療育を

受けている子供がいるとも聞いています。 

  そこで、市内の発達障がいが疑われる子供の診

断とその後の療育はどのように行われているの

でしょうか。現状をお知らせください。 

  次に、米沢市の要望に対して、県の認識と対応

はどのようになっているのか。重要事業要望事項

が果たして実現する見通し、あるいは可能性があ

るのか。また、米沢市としては要望を実現するた

めにはどのような要望活動が今必要と考えてい

るのか、伺いたいと思います。 

  これまでもこの問題を取り上げ、質問しており

ますが、当事者、関係者と一緒になって要望活動

をしていきたい、置賜地域の市町村とも協議して

いきたいなどの答弁があったかと思います。この

点については、この間どのような動きをとってき

たのでしょうか、お知らせください。 

  次に、障害者総合支援法に従い、市町村が児童

発達支援センターを設置することになり、米沢市

もまちづくり総合計画の第２期実施計画、そして

第１期米沢市障がい児福祉計画で、平成32年にひ

まわり学園の中に支援センターを設置する予定

になっています。 

  そこで、この児童発達支援センターと県に要望

している発達障がい児の診断、療育機能を有する

センターとの役割と機能の違いをお知らせくだ

さい。県に要望しているセンターが実現するまで

の間、この障がい者発達支援センターが補完する

役割を果たすのかどうかお知らせください。 

  県がいずれかの時期に米沢市が要望しているセ
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ンターを設置するとしても、相当の年数がかかる

ものと予想はつきます。とすれば、それまでの間、

上山のセンター以外の県内外の医療機関などで

診断、療育を受けられるよう紹介あるいは案内が

できる体制を県とともに米沢市はとっていく必

要があるのではないでしょうか。 

  また、そういった施設が県外の遠距離にあった

としたら、そこまでの交通費や宿泊費などの費用

負担に何らかの支援ができないものでしょうか。 

  また、こうした課題を含め、当事者の皆さんの

今抱えている課題がどのようなものがあるのか、

そしてそれにどう応えていけるのか。懇談、協議

の場を定期的に設ける必要があるのではないで

しょうか。 

  ３点目の質問です。国民健康保険税の多子世帯

の負担と脳ドックについて伺います。 

  国民健康保険税は、この４月から県との共同事

業になり、県の運営方針に従って、米沢市はこれ

までの４方式の賦課から資産割を廃止して３方

式に変更しました。 

  しかし、応能割と応益割の割合は、所得に応じ

て賦課、つまり担税力に応じた応能割と、所得が

なくとも各世帯に賦課される平等割と世帯の人

数に応じて賦課される均等割の応益割との比率

は、応益割の割合が高く、低所得世帯に負担が重

くなる現象になっています。国民健康保険税を含

めて、近代税制の原則は、担税力に応じた制度か

と思います。応益割の比率を下げるべき、そのこ

とをまず指摘しておきたいと思います。 

  その上でお伺いいたしますが、国民健康保険で

は、他の保険制度と違って所得が多い少ないにか

かわらず課税される応益割があり、特に世帯人数

がふえるに従って定額でふえていく均等割は、子

育て世帯には重い負担となっています。 

  この間、少子化対策が地方政治の大きな課題に

なっていることは御承知のとおりです。米沢市も

国の求めに従って人口ビジョンを策定し、出生率

を引き上げようと施策を展開しています。多子世

帯の保育料の軽減などが現在実施している事業

ですが、ところがせっかくそうやって保育料が軽

減されても、国保加入者に限っては多子世帯の均

等割負担がふえて保育料の軽減効果が薄れてし

まっています。 

  今日、全国の自治体では、子育て支援策として、

多子世帯の均等割を第３子以降あるいは第２子

以降など、制限をつけながらも軽減を図る自治体

が出てきています。さきの３月議会でも、埼玉県

やあるいは大阪府下の自治体などが実施してい

る事例などを紹介させていただきました。米沢市

も実施できないものかお伺いいたしましたが、当

局の答弁は「軽減すれば他の加入者の負担にはね

返る」というものでした。であれば、はね返らな

いように、多子世帯の保育料減免と同じように、

一般会計からの国保会計への繰り入れ、あるいは

基金の取り崩し、あるいはこの間、国が子供の医

療費の窓口負担無料化を実施する自治体に対し

て交付金の減額をしてまいりました。そして、そ

の補塡として、自治体は国保会計に一般会計から

繰り入れを行って補塡をしてきたわけですけれ

ども、昨年度からは就学前までの子供の医療費に

ついて、このペナルティーを国はやめることにい

たしました。その自治体の持ち出し分の財源を用

いて、この多子世帯への軽減措置ができないもの

かどうか御検討いただきたいというふうに思い

ます。 

  次に、国保の事業として実施している脳ドック

検査費用の補助について伺います。 

  脳ドックは、脳梗塞やクモ膜下出血など突然の

脳疾患の予防には非常に有効な検査と言えます。

ただし、脳ドックでの検査は検査料が高額になる

ことから、補助制度導入以前には、市立病院を含

め市内の医療機関での検査受診人数は少ないの

が実態でした。 

  しかし、補助制度の実施以降、利用する市民が

ふえています。ただ、検査料の２分の１、上限２

万4,000円の現在の補助があっても、自己負担は
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２万2,000円から3,000円というふうに高額にな

ります。保険税を納めるのに何とかやりくりせざ

るを得ない子育て世帯、低所得者の世帯では、な

かなか利用しづらい、そういう実態になってはい

ないでしょうか。低所得者世帯の加入者が利用し

やすい脳ドック補助制度として、低所得者世帯に

補助率をかさ上げし、自己負担を少なくする必要

がないでしょうか。 

  基本健診、いわゆる鷹山ドックでは、例えば健

診料の軽減制度があります。市民税非課税世帯の

場合は軽減の対象になるわけですけれども、脳ド

ックも鷹山ドックのオプション企画として導入

する、そういうことをやれば軽減の制度の中に組

み入れられることになりますし、単独でも鷹山ド

ックと同じようにすれば低所得者世帯の軽減制

度、これが利用できるというふうに思います。御

答弁をお願いいたします。 

  以上３項目について答弁をお願いいたします。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、通学路の安全確保

についてお答えいたします。 

  通学路の安全点検につきましては、小学校にお

いて下校指導と合わせて年に数回行っておりま

す。 

  また、道路管理者である国土交通省、山形県及

び米沢市と米沢警察署、米沢地区交通安全協会、

米沢市教育委員会で合同点検を実施しておりま

す。さらに、各課による下校時安全パトロールを

実施し、通学路の安全確保を図っているところで

す。 

  今後は、議員御指摘の暗がりで危険な箇所につ

きまして、子供たちや地域の方々からの情報をも

とに状況を的確に把握し、対策を講じてまいりた

いと考えております。防犯灯設置の予算化につき

ましては、関係部署と協議していきたいというふ

うに思います。 

  次に、市内小学校の遊具等の状況についてお答

えいたします。 

  小学校の遊具につきましては、毎年１回実施し

ている点検の結果、平成29年度末の時点で使用停

止措置している遊具は、小学校18校の遊具総数

147基のうち、32.7％に当たる14校、48基となっ

ております。このため、昨年度までは各学校の遊

具の状況に応じて順次修繕や撤去を行っており

ましたが、昨年度の小学校校長会からの提案を受

けて、使用停止措置としている遊具について、ま

ずは修繕可能な３基については修繕を行い、修繕

できないその他の45基は児童の安全面から今年

度中に撤去することとしております。 

  なお、撤去後の遊具につきましては、今後改め

て小学校校長会等と協議をしながら、計画的に再

整備してまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

  〔小関 浩健康福祉部長登壇〕 

○小関 浩健康福祉部長 私からは、２番、県に対

する本市の重要事業要望事項になっている発達

障がい児の療育・訓練機能を有するセンターの設

置方についてお答えいたします。 

  療育・訓練機能を有するセンターの置賜地域へ

の設置の要望につきましては、平成29年度の重要

事業要望から、継続して県に対し要望してきてい

るところですが、県の回答としましては、「発達

障がい等を診断する高度な知見と経験を有する

医師の確保が困難な状況にあります」とのことで

した。 

  また、県立こども医療療育センターの診療、診

察エリアが手狭になっていたことから、平成28年

５月に新たな療育棟を開設し、療育環境を改善し

たため、療育・訓練機能を有するセンター設置に

関する新たな国や県の動きは見られない状況で

す。 

  要望を実現するために、昨年度、近隣市町に出

向き、本市の要望状況についての報告と各市町の

考えを確認したところ、複数の市町でも本市と同
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じ意見であることがわかりました。 

  今後は、こういった他市町の意見も県にお伝え

するとともに、療育・訓練機能を有するセンター

の設置について要望してまいります。 

  一方、県立こども医療療育センターと同じよう

に発達障がい等の診断ができる療育医療機関の

動向を注視しておりましたが、平成29年６月に米

沢こころの病院が開院し、平成30年４月からは児

童精神科の診療も週１回開始されたところです。

今後、同病院において、発達障がい等の診断が進

めば、これまで県立こども医療療育センターで約

６カ月ほど要した受診までの期間が短縮される

のではないかと期待しているところでもありま

す。 

  次に、市で設置を予定している児童発達支援セ

ンターと県立こども医療療育センターとの違い

についてお答えいたします。 

  本市では、国の指針に基づき、第１期障がい児

福祉計画において、平成32年度までに児童発達支

援センターを設置することとしております。 

  計画では、現在障がい児通所支援等を行ってお

りますひまわり学園に設置を予定しているとこ

ろですが、一番の違いは診断や治療を行う診療や

訓練機能の有無となります。 

  本市で設置予定の児童発達支援センターには、

診療及び訓練機能はありませんが、障がい児通所

支援等を行うとともに、地域の障がい児やその家

族への相談、保育園や幼稚園などの障がい児を預

かる施設への援助、助言を行う療育支援施設とな

ります。 

  県立こども医療療育センター以外に受診できる

医療機関の紹介につきましては、さまざまな相談

や申請に来所された際に、相談者のニーズに応じ

て医療機関に関する情報等についても御説明し

ているところであります。 

  また、県の依頼により、平成27年度より、県立

こども医療療育センターに係る未就学児の発達

障がい初診予約を県内市町村で行っております

が、その申請の際にも保護者の意向を十分に聞き

ながら、県立こども医療療育センター以外の医療

機関についても提案しております。 

  発達障がいに係る県立こども医療療育センター

への初診までの待ち期間が長期であることから、

遠方の医療機関を受診する方がおられることは、

市としても承知しているところであります。 

  今後は、現状につきまして調査等を行い、どの

ような支援が望ましいのか検討していきたいと

考えているところであります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、３の国民健康

保険の多子世帯の保険税均等割と脳ドックにつ

いてお答えいたします。 

  多子世帯の保険税均等割軽減についてでありま

すが、国民健康保険については、受益者負担の観

点から、法定外の一般会計繰り入れに頼ることな

く、国民健康保険税により賄うことが原則である

と考えています。 

  この原則を踏まえつつ、現行の制度においては、

前年度の合計所得金額が一定の金額以下のとき

は均等割額と平等割額についての減額措置があ

り、被保険者の数が多ければ多いほど減額判定所

得の算定において減額基準額が拡大し減額措置

が受けやすくなっており、この減額相当分につい

ては国保財政上、財源が不足することから、当該

減額分に対し公費が補塡されております。 

  さらに、議員お述べのとおり、子育て支援策と

して独自に多子世帯の国保税均等割額の軽減措

置を導入している国保保険者が存在し、その軽減

措置についてもさまざまな方法があることは認

識しておりますが、いずれの軽減方法をとった場

合においても、さきに述べたような公費による補

塡がないことから、その財源が不足することとな

ります。 

  平成30年度からの国保制度改革に伴い、本県に
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おいても国民健康保険運営方針が定められまし

たが、保険者の政策により独自に国保税を軽減し、

不足する財源に対して一般会計から繰り入れを

行うことについては、決算補塡等目的の法定外繰

り入れに当たり、国保運営方針において計画的に

削減、解消すべきものとされていることから、繰

り入れを行う考えはございません。 

  また、本市の国保財政は、現在の国保税率を前

提として、平成32年度までは安定的に運営できる

ものと見込んでおりますが、急激な医療費の上昇

に伴う国保事業費納付金の増加や想定外の国保

税収の減少等による財源不足のリスクも懸念さ

れ、それらのリスクに対しては、本市の国民健康

保険財政調整基金を充てて対処することとして

おり、多子世帯の国保税均等割軽減により不足す

る財源への基金の活用は考えていないところで

す。 

  これらのことを総合的に勘案し、多子世帯に対

する本市独自の国保税均等割軽減措置の導入に

つきましては、国保財政の運営上、制度的な財源

の補塡措置が講じられない限り困難であると考

えております。 

  ３月定例会でもお答えさせていただきましたが、

子育て世帯の負担軽減を図る観点から、子供に係

る均等割保険税を軽減する支援制度の創設につ

いて、全国市長会及び全国知事会が国に対して要

望を行っております。 

  このように、国に対し市長会や知事会が要望活

動を行っている背景には、子育て支援を目的とす

る新たな保険税の軽減措置の導入につきまして

は、個別の国保保険者が問題を抱えながら導入す

るのではなく、国の責任において制度を確立した

上で、国保財政の健全運営に影響を与えない形で

導入すべきとの国保保険者共通の認識があるか

らにほかなりません。今後とも、国の動向を注視

してまいりたいと考えております。 

  次に、脳ドック検査費は高額なことから、低所

得世帯に対して助成金額を引き上げられないか

の御質問についてであります。 

  脳ドック検査費助成事業につきましては、脳血

管疾患の早期発見はもちろんですが、当該疾患に

興味や意識を持っていただくことにより、被保険

者の皆さんの日常的な病気予防と健康づくりに

役立てていただき、病を寄せつけない健康的な生

活を送っていただくことをその目的としており

ます。 

  脳ドック検査を受けたことにより、病気を早期

発見し、速やかに治療を開始する場合もあれば、

特に深刻な状態ではないため経過を観察しなが

ら安心して日々の生活を過ごしていただく場合

など、その症状により検査後の状況はさまざまと

なります。 

  毎年多くの被保険者の方から申し込みをいただ

いており、この助成事業の目的が広く浸透してき

ているのではないかと思っております。 

  本市の脳ドック検査費に対する助成事業は、国

保の被保険者の方が市内にある脳ドック検査実

施医療機関で脳ドックを受ける場合にその費用

の一部を助成するものですが、助成を受けた場合

の被保険者の方の実質的な負担額は、各実施医療

機関所定の検査費用の半額程度となっており、大

幅に負担軽減されている状況にあり、決して高額

とは言いがたいのではないかと考えているとこ

ろです。 

  確かに、医療機関で保険診療を受ける際の一部

負担金などの自己負担額につきましては、その負

担を軽減するための緩和措置があり、その場合に

は所得状況に応じて負担額の上限に区分を設け

たり、負担の割合に差を設けたりする場合がござ

いますが、これらはあくまでも国民健康保険法の

定めるところにより生じます被保険者の方の義

務的な自己負担を緩和する措置であります。 

  この脳ドック検査では、そのような法に基づく

義務的な自己負担が生じるものではないことか

ら、所得状況に応じて区分を設けることは考えて

いないところです。 
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  また、この助成事業は、脳ドック検査を通じて

被保険者の方々に脳血管疾患に関心を持ってい

ただき、より一層病気の予防に役立てていただく

ことと、健康づくりに対する意識の醸成を願って

実施しているものであります。 

  多くの被保険者の方々に注目していただいてい

る事業と捉えておりますので、今後とも被保険者

の方々の脳血管疾患の予防、健康づくりのために

推進してまいりたいと考えているところであり

ます。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 御答弁いただきました。

それで、質問の順番から、再度わからないところ

についてお伺いいたしたいと思います。 

  まず、通学路での街灯設置での暗がり解消策な

のですけれども、これまでについては国、県、市

でいろいろ現場を調査しながら予算化をしてき

たという答弁だったと思います。あるいは、暗が

り箇所があれば、学校からの意見を聞きながらと。 

  それで、具体的に予算化と言いますけれども、

どれだけ予算化されて、実際どのぐらい、例えば

通学路について、教育委員会として街灯を設置し

てきたものですか。例えば、昨年度、あるいは今

年度というふうな予算の状況、それから設置箇所

等についてはどのような状況か、まずちょっとお

知らせいただきたいというふうに思います。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 教育委員会のほうで今電

気料を負担している街路灯につきましては、74基

ございます。このうち七中学区につきまして、ほ

ぼ半分の33基でありますけれども、そのほか例え

ば六中の、県道から六中までに通じる道路であっ

たり、それぞれの学校の状況に応じて設置をして

きたというような経過でございます。 

  大変申しわけございませんが、ちょっと手元に

昨年、今年度の設置費用の資料がございませんの

で、後ほどその点についてはお答えさせていただ

きたいと思います。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 先ほどの答弁ですと、再

度関係機関と安全パトロールをし、そして予算化

も関係部署と協議しながらしていきたいという

答弁だったというふうに思います。今、こちらで

通告で申し上げていなかったこともあって、今年

度の予算、設置箇所がどれだけあったということ

は詳しいところは答弁ありませんでしたけれど

も、状況としてはまだ少ないというふうに思って

いまして、恐らく各学校から要望がありながら、

教育委員会の予算がそれに応えられるような予

算規模ではないのではないかというふうに思っ

ております。 

  それで、七中のケースを先ほど壇上で申し上げ

ましたけれども、開校時、17年前、何とか最低と

いいますか、その個数でつけていただいたと。 

  ただ、暗がり箇所というか、設置の箇所と、そ

れから明るさが問題になるわけですよ。どれだけ

明るいか、照度の問題があるわけで、設置箇所を

もう少しふやしてほしいという要望は、この間、

17年間、恐らく毎年４月になって新しく新入生を

迎えると、大体新入生とそれから新入生の親が暗

いんだという要望を上げつつ、解消されてこなか

ったということがあるので、私は七中に限らず、

今大体74基のうち七中が半分の33基ということ

ですので、ほかの７校についてもまだまだ要望し

ているけれども、実際は教育委員会の予算で十分

に応え切れていないという状況があるというふ

うに思いますので、改めてもう一度現場を確認し

ながら、要望を聞きながら、予算をとっていただ

いて、その要望に応えていただきたいということ

を申し上げておきたいと思います。来年度の予算

編成が後半から始まるわけですけれども、注視し

ていきたいというふうに思います。 

  次に、遊具のところですけれども、18校中14校

で48基が停止になっていて、修繕できるところに

ついては校長会と相談して３基修繕したと。残り
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の45基については修繕不可能なので、今年度中に

撤去して、その後は再整備していきたいという答

弁でした。 

  それで、具体的にお聞きしたいのは、再整備し

ていくということですが、具体的にどういうふう

に再整備していくかというところを、どういうふ

うに今検討されているのかお聞きしたいんです。

45基あるわけですから、毎年度どれだけの予算を

とって、どれだけの年数できちんとある程度とい

うか、現状程度まで戻していくのかというのをお

聞きしておきたいわけですけれども。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 済みません、先ほどの答

弁にちょっとつけ加えさせていただきたいと思

います。 

  基本的に、教育委員会で街路灯設置をする予算

化は、通常は行っておりません。先ほど申し上げ

たように、七中の開校時などの特殊な事情のとき

に、その街路灯についての予算化をさせていただ

ております。それで、今年度の予算化につきまし

ては、先ほど議員もおっしゃっておりました七中

学区の通学路のＬＥＤ化の予算のみでございま

す。 

  それで、遊具につきましてですが、現在、今年

度撤去する45基につきましては、やはり老朽化も

ありますけれども、さまざまな事故を受けて安全

が確保できないというようなことで使用停止に

しているという部分がございますので、そちらの

ほうは早急に今年度の予算で撤去していきたい

というふうに考えております。 

  その後につきましては、やはり遊具が子供の学

校生活であったり、運動能力の発達に非常に大き

な役割を果たしますので、学校のほうでの必要な

遊具につきまして御要望をお伺いしまして、そち

らのほうを予算化できるように計画を策定して

いきたいというふうに考えております。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） ちょっと今答弁がありま

したので質問ちょっと戻りますけれども、街灯設

置について、教育委員会では予算化されていない

ということですね。通常ベースで。そうすると、

その安全点検をして、通学路について街灯設置が

必要だということになった場合に、どこで予算化

をして具体的に設置するのかという問題が出て

くるわけです。土木課なり、土木課については交

差点などの街灯といいますか、そういう対応の仕

方ですし、環境生活課の防犯灯については、具体

的に言えば防犯協会での予算、年に１基か２基の

予算しかついていないわけです。それで対応でき

るかといえば、できないと。だとすると、ほとん

ど通常ベースで通学路の暗がり解消の予算はと

られていないというのが実態だというふうに思

います。 

  改めてちょっと教育長に聞きますけれども、教

育委員会として、各学校なり地域から通学路の暗

がり解消のための街灯設置という要望が出てき

た場合に、教育委員会の責任で、教育委員会とし

て予算を組む必要はありませんか。ちょっと、も

う一回お聞きしたいわけですけれども。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

○大河原真樹教育長 先ほどお答えしましたように、

実態をまず詳しく把握したいと。その上で、どう

いう方法で、どういったお金の出し方で対応して

いくかというふうなところ、なかなかまだ私自身

見えないところがあるんですけれども、やはり新

潟の事件があったように、子供たちの命を守ると

いうふうなところでの対応をやっぱり急いでし

ていかなければいけないのではないかというふ

うに思っています。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） ぜひ、教育委員会として

予算をとるということにしなければ、私はこの問

題は解決しないのではないかというふうに思い

ますので、予算編成に当たって、どういうふうに

予算編成するかという権限は市長にあるわけな

ので、市長にもぜひ御検討いただきたいというこ
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とを申し上げておきたいというふうに思います。 

  現状としては、教育委員会で予算はないと。そ

れで、なかなかこの問題が解決してこなかったと

いうことが、何となく、この17年間、七中の通学

路の街灯設置の要望を出してもなかなか前に進

まなかったという理由がよくわかりました。ほか

の学区についても、ぜひ教育委員会で予算をとっ

て、関係者とパトロールなどして解消していただ

きたいということを要望します。 

  それから、遊具については、具体的に再整備に

ついてはどういうふうな形で予算をとって、いつ

までに終わすかというのは、まだ検討されていな

いということで、これからだというお話ですよね、

要は。ちょっとそれは、大体どういう、これも予

算がなくてということですか。予算を財政課のほ

うに教育委員会として要求しても、なかなか予算

化されないという教育委員会、現場としての苦渋

の思いというか、そういうことですかね。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 これまでは、先ほども教

育長が答弁させていただきましたように、個別の

案件、学校からの要望に対して撤去し、また修繕

しということで個別に対応させていただきまし

たが、今年度は、まずは危険なものを一斉に撤去

すると。それで、来年度以降、改めてその整備に

ついて、小学校校長会などからの御意見をいただ

きながら整備をしていきたいということで考え

ているところであります。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 何か、校長会と協議とい

うのがちょっとひっかかるんですよね。校長会に

は、何かなかなか予算がないので、時間がかかる

ので御理解いただきたいという話を説明される

ような感じがちょっとしているわけですけれど

も、そういうわけではないんですか。きちんとや

っぱり整備しますと。具体的には、いつごろまで

にちゃんと各学校、この学校からやっていきます

ということを明確に校長会で示して、それで御理

解いただくということでよろしいですか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 整備の数量というか、全

体的な予算がどのぐらいかかるのかという部分

もあるかと思いますけれども、それらをどれだけ

各学校の子供たちの学校生活にきちんと対応で

きるかという部分を、予算的な面で計画ができる

ように、全体を把握しながら整備をしていきたい

ということでございます。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

○大河原真樹教育長 例えば小学校の校長会からの

要望としては、子供たちに人気のブランコですと

か、ジャングルジムですとか、そこをまず最優先

にしてほしいというふうなこともありますので、

個々の小学校の実態に応じて整備していきたい

というふうに考えております。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） わかりました。各小学校

の状況をお聞きしてということの意味での校長

会との協議だというお話でした。 

  私も地元の万世小学校、それから南部小学校、

それから西部小学校を見てみましたけれども、通

常の滑り台ありますよね。大型遊具も万世小学校

の場合はもう使えないということになっている

わけですけれども、そのほか通常の滑り台、それ

から普通にあるブランコ、これも使えないという

ことになっていて、万世小学校の場合、唯一使え

るのは鉄棒だけという状況です。 

  それから、南部小学校については、ジャングル

ジムと鉄棒が使えるだけで、あとは10ぐらいある

遊具のうち７つぐらいは使えないと。大きくロー

プが張ってあって、ここからは入っていけません

と張り紙があるわけです。西部小学校は３つでし

たでしょうか。そういうものが使えないと。 

  だから、子供たちが外遊びしたくても、十分遊

び時間に遊べる遊具がないというのが実態にな

っているわけなので、ここは一刻も早く、どれだ

け全体的に整備しなければならない予算がかか



- 37 - 

るのかというトータル金額を出していただいて、

それで優先順位を各学校からつけて、それで整備

していくという計画を出していただきたいとい

うふうに思います。 

  ちなみに、48基が今停止になっていると。ブラ

ンコ等、48基ですけれども、どれだけの金額が大

体かかるんですか。大まかにいって金額ベースで。

ちょっとわかりませんか。じゃあ、わからなけれ

ば早急に出していただきたいというふうに思い

ます。 

  それで、市長、今やりとりありましたけれども、

通学路の暗がり解消のための子供たちの安全を

確保するための予算が教育委員会で持ち合わせ

ていない、持てない。それから、子供たちが学校

で外遊びをするための遊具が、18校中14校、48基

が使えない状況になっているという、全く米沢市

は子育て支援の施策に力を入れているとは言え

ないような状況に今なっているわけですよね。財

政状況にも大変な状況があるというふうには思

いながら、一定程度、財政健全化の状況をお示し

いただいたところを見ると、基金も十分にあるよ

うですから、そういうところもやっぱりしっかり

対応していただきたいというふうに思うわけで

すけれどもいかがですか。一言だけ。 

○島軒純一議長 中川市長。 

○中川 勝市長 ただいま、基金も十分にあること

からというようなお話でございました。余り時間

もあれですから長くは申しませんけれども、確か

に３年連続で実質収支がマイナスという時代、平

成26年度末で10億円程度、13億円程度の基金であ

ったのが、今確かに29年度末で29億円までなって

おります。しかし、これは後年度負担しなければ

ならない病院であったり、統合中学校の建設など

を見越して今積み立てているというような状況

でございます。全てその基金があるから基金で対

応できるかというと、またそれも難しい部分があ

ることも議員も承知されているというふうに思

っております。 

  ただ、必要なものについて財源をどのように確

保するかということにおいては、基金があるから

基金を取り崩してということではなくて、いろい

ろ財源も留保している部分がどの程度あるのか、

そして起債を受けられるものはあるのか。そうい

った財源というものをしっかりと見据えながら、

今後それぞれのセクション、ただいまの場合は教

育委員会でありますので、教育委員会と協議しな

がら、必要なものはやっぱりやっていかなければ

ならないのかなと、このように判断をしたところ

です。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 基金を使えという話を直

接したわけではなくて、財政状況として基金があ

あいう状況だと、今おっしゃったような金額にな

っていると。ただ、財政全体を考えた場合に、こ

この子供たちの遊具がこのような状況を放置し

ておく、あるいは街灯設置ができないということ

をそのまま続けていて、それで基金を含めて財政

状況がよくなりましたよという話はちょっと違

うんじゃないかと申し上げたいんですよ。やはり

やるべきところにちゃんとお金をかける、そして

やるべきところ、かけるべきところはここではな

いかというふうに私は申し上げたいわけですよ。

その上で財政状況はこういうふうに立て直しま

したよという話だったらいいんだけれども、こう

いうところを放置していて、財政状況は一定立て

直しましたよと。 

  あるいは、直近の道の駅の問題を引き合いに出

してどうかというふうには思いますけれども、

華々しい30万人達成という話が一方で出る中で、

足元のところではこういう遊具がぼろぼろで子

供たちが遊ぶ時間にも遊べないという状況があ

るという実態は、ちょっとアンバランスではない

かなという感じはするわけです。そういう意味合

いで、今の米沢市の財政状況はこうなんでしょう

という話をしたわけです。 

  続いて、では発達障がい児の療育センターの県
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への要望についてですけれども、先ほどちょっと

答弁がありましたけれども、この米沢市の要望に

対して、県のほうでは医師の確保がなかなか難し

いんだというのが一番の要望に対する県の回答

ですよね。それで、やっぱり医師の問題について

は、先ほどちょっとこれも答弁でありましたけれ

ども、こころの病院のところで、児童精神科のと

ころの医師が１名派遣というかおられて、そこで

の診断が始まっているので今後それに期待した

いというお話でしたけれども、ちょっとただこの

期待するということだけではなくて、であればも

う少しこころの病院、それから県も交えて、ここ

ろの病院で県に要望している支援センターのい

わば機能を果たしてもらえるような状況をつく

っていけないかなというふうに思うんですよね。 

  県のほうに、こころの病院のところで医師をも

う少し、１名から２名にふやしていただいて、そ

してそういう機能を持つような施設整備も含め

てお願いできないかという話を県とともにやる。

場合によっては県の委託事業としてこころの病

院のほうにお願いしていくということのほうが、

私はこの要望が実現する近道ではないかなとい

うふうに思うわけです。 

  これまでは、県に対して重要要望事項として正

面から挙げてこなかったというところから考え

れば、重要要望事項に挙げて要望し始めたという

のは非常に前進だというふうに思いますので、県

のほうでもそういう認識を持ったというところ

は非常に私は前進だというふうに思います。 

  だから、そこから先、実現するにはどうするか

ということを、もう少し具体的に米沢市からも提

案しながら県に要望活動をしていくということ

が私は今必要だというふうに思います。 

  ぜひこころの病院、せっかく中川市長が御尽力

されて誘致されたわけですから、そこを十分活用

できる方向で私はやれればいいのではないかな

というふうに思いますので、ぜひ御検討いただき

たいというふうに思いますが、市長はどうでしょ

うか。 

○島軒純一議長 中川市長。 

○中川 勝市長 この置賜地区に療育センターとい

うのは、昨年置賜総合開発協議会で重要事業とし

て挙げて、知事のほうにも私のほうから直接申し

上げた懸案でもございました。 

  ただ、今お話がありましたように、医師の確保

とかということが前提として今なかなか厳しい

という状況であります。 

  ただ、この間も米沢選出の県議会議員の方々と

の懇談会で、実態を教えてほしいということでし

たので、強く、ペーパーにまとめて提出して、今

後は県議会のほうからも取り上げていただくこ

とにしますし、ただ、今御提案のありましたここ

ろの病院については、今までちょっと正直言って

気づいていない部分でもございましたので、可能

か可能でないか、県と協議をさせていただきます。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 今、県議会議員との重要

要望説明会の折に詳しくお話しされたというこ

とでしたけれども、その直近にちょっと私もその

県議会議員にお会いする機会がありまして、いろ

いろお話をして、そうしたら県議会議員のほうで

は詳しいお話はまだ十分把握していないので、ぜ

ひその折に当局から説明をいただきたいものだ

と、関係者からも意見をちょっと聞いてみたいも

のだというお話がありましたので、ぜひお願いし

ますという話をした結果だというふうに思いま

すけれども、ぜひ県議会議員の皆さん方にもお力

をいただきながら、ぜひ置賜地域の、特に中心都

市米沢として、療育センター、あるいは療育セン

ターの機能を有するようなやり方というかを検

討いただいて、実現方お願いしたいというふうに

思います。 

  それで、実現するには、やはり例えばこころの

病院に県が委託するとしても、しばらく時間がか

かるというふうに私は思っているわけです。それ

で、先ほども壇上で申し上げましたけれども、そ
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の間やっぱり子供を持つ親御さんたちとよく話

をし、協議をし、実態がどうなっているのか、隣

県新潟、福島にも行っているということも聞いて

いますので、そういうことでの苦労、あるいは米

沢市に支援を求める具体的な中身などをお聞き

していただいて、具体的に対応していただきたい

と思います。 

  それで、米沢市の第１期米沢市障がい児福祉計

画でも、先ほどひまわり学園につくる発達支援セ

ンター、相談機能が中心だというふうに思います

けれども、その設置とあわせて、保健・医療・障

がい福祉等の、医療的ケア児を含めての障がいを

持った子供たちの支援を米沢市はこれからどう

するかという話し合い、連携するための協議の場

を設置するということがうたわれています。前回、

この問題を取り上げたときも、そういう関係者の

皆さん方と協議をしながら、今求められているニ

ーズに応えていく必要があるのでということで

設置したいというふうに話がありましたけれど

も、具体的に設置になったものですか。そして、

協議しているものですか。協議が始まっているも

のですか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 大変申しわけございませ

んが、具体的に協議のほうがなされているかどう

かはちょっと把握していないんですが、米沢市の

ほうには地域自立支援協議会というふうなもの

がございまして、そういったお子様方の障がいに

ついてのお話をさせていただく場がございます

ので、ぜひそちらのほうで話をさせていただきた

いというふうに考えております。 

○島軒純一議長 高橋壽議員。 

○７番（高橋 壽議員） 自立支援協議会でしたか。

それはそれとして、既存の今まで機能してきたも

のがあるとしても、この問題について具体的に関

係機関と協議する場というのは、まだなっていな

いというか、その場でこの問題が十分協議された

ということは、私は、ないというふうに認識して

おります。 

  改めて、この問題は、もしそういう場があれば、

あるいは設置するということに掲げてあります

ので、設置していただいて、そこで関係機関と協

議をしていただいて、先ほど答弁がありましたよ

うに現状を把握して、支援できることは支援して

いきたいということにつなげていただきたいと

いうふうに思います。 

  次に、３番目の国保関係ですが、多子世帯に対

する軽減については、法定軽減があるのでそれで

十分だという答弁でした。けれども、この法定軽

減というのは、子育て支援という意味合いからで

はないわけです。均等割についてというか応益割

について、そこについての軽減、所得の低い世帯

についての軽減対応策としての法定制度として

の軽減、７割、５割、２割の軽減ということです

ので、私が問いかけているのは、子育ての多子世

帯という、そこに焦点を当てた負担軽減を求めて

の答弁だったわけです。 

  それで、財源的な問題として、制度がなければ

財源確保が難しいということで、国にも全国市長

会等で要望しているので、それに委ねたいような

話だったというように思いますけれども、制度以

外で、じゃあ多子世帯というか子育て支援という

ことで、米沢市がこれまで一般会計からの繰り入

れをやってこなかったかというと、先ほど申しま

したように、子供の医療費の窓口一部負担の無料

化制度というのをやってきたわけです。これはま

さに米沢市の一般会計から国保会計に繰り入れ

をし、そして独自の事業としてやってきたわけで

しょう、これは。県単事業に米沢市が２分の１負

担する形ということではありましたけれども。だ

から、先ほどの答弁で、財源手当てが制度として

できないというか、制度として財源手当てができ

なければできないという話じゃなくて、これまで

も一般会計の繰り入れは当然やってきた話なの

で、ここは何というか、そういう理由で反論とい

うか答弁されると、ちょっと違うんじゃないかと
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いうふうに申し上げたいわけです。 

  米沢市の対応はそういう対応だということはわ

かりましたけれども、引き続きやはり子育て世帯

では均等割、医療分で１人当たり２万6,300円で

す。２人子供がいれば５万何がし、３人で７万何

がし、プラス40歳以上の方は介護納付金がまだ出

てくるわけですよ。１人当たり４万円程度の均等

割、２人で９万円、３人で13万円ほどの均等割が

出てきます。７割、５割、２割軽減というのは法

定であったにしても、負担増ということでは変わ

りはないわけなので、ぜひ御検討いただきたいと

いうふうに思います。 

  それで、時間がなくなりましたが、最後に脳ド

ックですけれども、さっきは所得に応じてのそう

いうことは考えていないというお話でしたけれ

ども、壇上でも申し上げましたけれども、鷹山ド

ック、基本健診の中には、市民税非課税世帯の方

の健診料軽減制度というのがあるわけですよ。こ

れは脳ドックだけ何でこういう制度ができない

のですか。やらないというか、対象にしないと、

できないとおっしゃるのですか。 

  根本的な問題として、所得に応じて補助の引き

上げというのが、国保の制度上できないというふ

うにおっしゃっていますけれども、鷹山ドックは

国保の健診事業ですよね。それで非課税世帯につ

いては軽減措置をやっているわけですよ。だから、

制度上できないわけではなくて、米沢市が鷹山ド

ックと同じように基本健診の中に脳ドックを入

れ込む、もしくは今のような別建てでやっていて

も、市民税非課税世帯については軽減の対象にし

ますということでやれば、やれるんじゃないです

か。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 脳ドックは、皆さんが受

けられるというよりは、ある程度、節目的なとこ

ろで実施しているような状況でございます。 

  また、人数につきましても、非常に希望者が多

いということで抽せん等も実施しているという

ような状況でございます。通常の毎年受けられる

ような特定健診ともまた違う状況がございます

し、あと金額も先ほど御説明申し上げましたよう

に半額を助成するということで、相当金額として

も助成しているという状況であります。 

  そういったことで、特に減額の制度というのは、

所得に応じてというのはしておりませんし、ほか

の自治体をいろいろ見ましても、所得で脳ドック

について負担額を変えているというところは見

られないところでございます。 

○島軒純一議長 以上で７番高橋壽議員の一般質問

を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時０７分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時０６分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、ＰＰＰ（官民連携）について外１点、16

番海老名悟議員。 

  〔１６番海老名 悟議員登壇〕（拍手） 

○１６番（海老名 悟議員） 私、一新会の海老名

悟です。 

  きょうは朝から爽やかな天気で、梅雨入りした

とは思えないような気候に恵まれての一般質問

というような形になりました。その初日の私は３

人目を務めさせていただくわけなんですけれど

も、昼御飯を食べた後の午後一の質問であります

ので、当局の方々はもちろんのこと、議員の皆さ

んも、気力、体力ともに充実していることと御推

察申し上げます。そんな中、質疑応答も充実した

内容にしたいものだというふうに思っておりま

す。 

  さて、平成30年度に入って初の定例会というこ

とで、この本会議場で初めて答弁に立たれている
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小関健康福祉部長と、まだ御答弁はありませんが

猪脵会計管理者におかれましては、これから緊張

感の中にも新鮮かつ真摯な御答弁をお願いした

いというふうに思います。と申しましても、今回

の私の質問ではお二人にお答えいただく場面が

ないのが大変残念であります。 

  私自身、このたびの一般質問が30回目となりま

したが、毎回緊張するとともに、どのように質問

すれば市当局から実効性のある答弁を引き出せ

るかという課題に頭を悩ませている次第であり

ます。 

  そんな中で今回質問いたしますのは、ＰＰＰと

ＰＦＩについてであります。両方一遍に言うと舌

をかみそうな名称なんですけれども、どちらも30

回目にして初めての質問項目であります。おかげ

さまで先ほどの悩みもさらに大きくなっている

ところでありますが、精いっぱい質問させていた

だきますので、御答弁のほどよろしくお願いいた

します。 

  それでは、１つ目の質問項目のＰＰＰについて

でありますが、まずこのＰＰＰの意味を確認して

いきたいと思います。 

  ＰＰＰは、パブリック・プライベート・パート

ナーシップの頭文字をとったもので、文字どおり

パブリックである官とプライベートの民がパー

トナーシップという連携をして事業を行うとい

う意味であります。ＰＰＰには、この後質問いた

します代表的手法であるＰＦＩや本市でもやっ

ておりますけれども指定管理者制度、公設民営方

式などの手法が含まれております。 

  これからの日本を考えた場合、かつて人類が経

験したことのないような急激な人口減少と超高

齢社会に突入していきます。それに加えて、老朽

化したインフラの整備や更新に迫られた上に公

共サービスの維持もしていかなくてはならない

という非常に厳しい状況に追い込まれようとし

ています。そのような社会において、本市の持続

可能な行政運営を図る上で、民間の資金とノウハ

ウを活用するＰＰＰやＰＦＩは非常に有効な手

段になるはずです。 

  そこで本市のＰＰＰ、つまり官民連携が現在ど

のような状態になっているのか。これまでの経過

も含めてお答えください。 

  政府は、全国において、今後老朽化した多くの

公共施設の更新が行われる中で、公的負担を抑制

するための有効な手段として、このＰＰＰとＰＦ

Ｉに注目しており、平成25年６月に制定したＰＰ

Ｐ／ＰＦＩの抜本改革に向けたアクションプラ

ンを昨年６月に改定し、国と地方が一体となって

さらに推し進めようとしています。 

  このような状況の中で、本市は今後のＰＰＰに

対してどのように考えているのか、また推進しよ

うと考えているのかお答えください。 

  次に、ＰＦＩについてお尋ねします。 

  またしても横文字の略語なので説明いたします

が、こちらはプライベート・ファイナンス・イニ

シアチブの頭文字とったもので、直訳すれば民間

資金主導ということになります。 

  つまり、民間の資金や経営能力、技術的能力を

活用して、これまで国や地方といった公共機関が

受け持ってきたインフラ整備や更新、公共サービ

スの提供などの事業を実施していく手法のこと

であります。 

  この手法は平成11年７月に制定された民間資金

等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律、こちらも非常に長たらしい名称なんで

すけれども、これがいわゆるＰＦＩ法と言われる

ものです。この法律に基づいて推進をされてきま

した。 

  平成11年の法律施行後、これまでにＰＦＩ事業

の実施方針が公表された件数は、内閣府の集計に

よれば、平成24年３月末で424件、契約金額が４

兆1,373億円だったものが、平成29年３月末には

609件、契約金額が５兆4,686億円と、５年間で件

数にして30％、契約金額は25％ほど増加していま

す。このデータのほかにＮＰＯ法人全国地域ＰＦ
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Ｉ協会の集計によれば、平成30年５月末現在です

から先月末時点ということになりますけれども、

この時点で762件という件数もあわせて報告がな

されています。 

  内閣府と全国地域ＰＦＩ協会、どちらの集計に

おいても、国、地方、国立大学等の特殊法人、こ

の３つの事業主体別で見てみますと、地方が全体

の80％以上を占めていることがわかります。 

  山形県におきましても14件の実施件数があり、

本市におきましても市営住宅塩井町団地の１号

棟から３号棟までの建てかえ事業の実績があり

ます。 

  全国で実施方針が公表された８割以上が地方で

あることから、このＰＦＩが地方の自治体にとっ

て有効な手法であると言えるのではないでしょ

うか。 

  ＰＦＩ導入のメリットを考えてみた場合、私が

一番に挙げるのは財政負担の軽減であります。今

までの公共事業では、その財源の大半は地方債発

行による借金と国の補助金、そしてわずかばかり

の自己財源という構図でした。しかも、それを工

事期間中という短期間に全額支払わなくてなり

ませんでした。それがＰＦＩを導入すれば、イニ

シャルコストは民間事業者が負担してくれるた

め、自治体側は契約した事業期間、これは先行事

例にもよりますが、大体７年から30年程度で分割

して支払うことになり、財政支出の平準化を図る

ことができるわけです。これは、各公共事業にか

かった費用を可視化するとともに、事業の早期実

現にもつながることになり、自治体にとっての効

果は絶大です。 

  また、施設を利用する住民側にとっても、民間

事業者が持っているサービス提供のノウハウが

活用されることで、より良質で低廉な公共サービ

スを受けることができるようになります。 

  そして、もう一つのメリットは、今まで自治体

のみが受け持ってきた事業に民間事業者が参入

することで、民間にとって新たな事業分野の創出

や、新たな技術、サービスの開発にもつながるも

のと思われます。 

  このように、ＰＦＩを導入することによって、

地方自治体のみならずそこに暮らす住民や民間

事業者にとっても大きなメリットがあるのです。 

  以上のようなＰＦＩについて、本市ではどのよ

うな状況になっているのか。その現状についてお

答えください。 

  先ほども触れましたが、これからの日本は急激

な人口減少と超高齢化が進んでいきます。４月４

日付の山形新聞にも載っていましたが、国立社会

保障・人口問題研究所がまとめた2045年までの将

来推計人口によりますと、県内全ての市町村で人

口が減少し、13市町村で65歳以上の人口割合が５

割を超えるとなっていました。ちなみに、東京都

も高齢化率が30.7％で３人に１人が高齢者とい

うことになります。 

  本市の人口は５万7,720人となり、2015年に比べ

67.2％、つまり32.8％も人口が減るということに

なります。このように人口が減少し、高齢化が進

んでいくと、本市のような地方自治体でどのよう

なことが起きてくるのか。 

  人口、とりわけ生産年齢人口が減るので、税収

が減少することは明らかです。しかも、高齢化も

進みますので、福祉関連の扶助費は増加の一途を

たどることが予測できます。 

  そこに加えて公共施設の老朽化に伴う維持更新

と、行政サービスの維持継続があります。本市の

公共施設に関しては、公共施設等総合管理計画に

基づいて施設の統廃合を中心に対応していく予

定ですが、この件につきましては午前中に中村圭

介議員がしっかりと質問されていましたので、こ

こではあえて触れません。 

  しかし、本市においては既に市庁舎と病院の建

てかえ計画が進んでおり、その後には仮称南西中

学校の新設も予定されております。また、上下水

道施設においても更新事業が予定されているな

ど、大型の公共事業が控えています。 
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  私は、こういった本市の状況を踏まえ、これか

らの公共事業には積極的にＰＦＩを導入すべき

だと考えています。 

  そこで、本市公共施設におけるＰＦＩの今後の

活用について、どのように考えておられるのかお

答えください。米沢市の未来を見据えての質問で

すので、当局の皆さんから実のある御答弁を期待

して、私の壇上からの質問を終わります。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

  〔我妻秀彰企画調整部長登壇〕 

○我妻秀彰企画調整部長 私からは、初めにＰＰＰ、

いわゆる官民連携についての御質問にお答えし

ます。 

  ＰＰＰ、パブリック・プライベート・パートナ

ーシップは、特に公共施設の整備や管理において

採用が広がる動きを見せており、ＰＦＩや指定管

理者制度など行政だけでなく民間の力をかりて

公共サービスの提供を行う制度であります。 

  本市においては、ＰＰＰの中でも市営住宅塩井

町団地の建てかえ事業に際してＰＦＩ制度を活

用して整備を行ったほか、さらに平成18年度より

公共施設の管理運営について指定管理者制度を

導入することとし、コミュニティセンターなどの

集会施設、野球場などの体育施設を皮切りに、今

年度の道の駅米沢まで、本年４月の時点で計86施

設に導入をしてきております。 

  特に指定管理者制度については、民間の培った

ノウハウを生かし、効率的、効果的な施設の管理

運営を図る観点から、学校、道路などの個別の法

律で管理主体が市とされているものを除き、条件

が整ったものから積極的に取り入れてきており

ます。 

  さらに、ＰＰＰの範疇ではありませんが、本市

はこれまでも市の業務について民間企業などの

有する多様な専門性、機動性等を生かすことで、

市民の利便性の向上や業務の効率化が期待でき

る分野についても積極的に民間委託を進めてき

ております。 

  このように、本市においては、制度の趣旨を踏

まえ、民間と連携しながら公共サービスの提供を

行っているところであります。 

  次に、ＰＰＰの今後と推進についての御質問で

ありますが、この人口減少社会で市の歳入も減少

していき、さらに市民の多種多様な価値観に対応

していくためには、行政に求められる役割がます

ます多くなってくると思われます。 

  そのような中で、今後は民間の力をかりていか

なければ、一定水準の行政サービスを維持してい

くことは難しいと認識しております。 

  本市としましても、これまで申し上げましたと

おり、指定管理者制度を初めとした官民連携を積

極的に進めてまいりたいと考えております。 

  最後に、本市の公共施設におけるＰＦＩの今後

の活用についての基本的な考え方についてであ

りますが、行政にとっては財政支出の削減、民間

にとっては新たな投資機会、事業機会の創出など、

民間の力を生かすという点では有効な面がある

ものと考えております。 

  現時点で具体的な施設の取り組みは予定してい

ないところではありますが、今後のＰＦＩの活用

については、引き続き制度のメリット、デメリッ

トというより課題といったほうが正確かもしれ

ませんが、これらを検証し、進めてまいりたいと

考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは、大項目２（１）の

本市のＰＦＩの現状についてと、（２）のＰＦＩ

の今後の活用についてのうち市営住宅について

お答えさせていただきます。 

  初めに、本市のＰＦＩの現状についてでありま

すが、本市におけるＰＦＩの導入は、御紹介があ

りましたが、市営住宅で実績がありますので、そ

の導入時の考えや経過、そして現状等についてお

答えさせていただきます。 
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  まず、市営住宅建設事業に導入した経緯であり

ますが、本市においては、民間資金等の活用によ

る公共施設等の整備等の促進に関する法律、いわ

ゆるＰＦＩ法に基づき、平成18年に塩井町団地建

替事業に関する実施方針を公表いたしました。そ

の経過は、従前の塩井町団地は長屋建ての狭隘な

住宅で、老朽化が進み、居住環境などの改善に向

けた早急な施設の整備を図る必要があったこと

から、平成11年度に策定いたしました米沢市住宅

マスタープランにおいて、当時着手しておりまし

た太田町団地建替事業完了後に整備する団地と

して位置づけをし、その後平成14年度に策定しま

した米沢市公営住宅ストック総合活用計画にお

いても、建てかえを行う団地として位置づけをし

ておりました。 

  しかしながら、いわゆるバブル期以降の景気低

迷により、建てかえ事業の着手が先送りになるな

ど、整備手法を含め総合的な検討をする必要が生

じてまいりました。 

  そのような中、民間活力の積極的な活用推進を

図るためのＰＦＩ法が平成11年に整備され、その

後平成15年に山形県が全国的にも早い段階で県

営住宅建替事業、鈴川団地であります。それをＰ

ＦＩ事業として着手されました。 

  これを受け、本市においても、財政支出を抑制

し民間活力の活用を推進する手法を検討するこ

ととし、平成17年に塩井町団地建替事業の整備手

法をコンサルタントに外部委託して、ＰＦＩ導入

の可能性調査を行ったところ、ＰＦＩ事業として

事業が可能である旨の調査結果を得たことから、

米沢市行財政改革大綱集中改革プランにおいて、

塩井町団地建替事業へのＰＦＩ導入を重要施策

として盛り込んだものであります。 

  建てかえ事業は、平成19年度から平成25年度ま

での７年間を整備期間とし、従前入居者の移転、

既存住宅の解体工事を経て、１号棟から３号棟ま

での建てかえを総合評価落札方式による一般競

争入札で公募を行い、それぞれの入札会を経て、

特別目的会社を決定したところでございます。 

  供用開始後の事業契約期間は、それぞれ20年間

としております。 

  次に、現在の状況につきましては、各棟の民間

事業者、特別目的会社が、施設の維持管理業務を

継続中であり、主にエレベーター保守点検業務、

消防設備点検業務、受水槽清掃業務及び緊急通報

装置の保守点検業務などを行っております。 

  市では維持管理が適切に行われている状況を確

認するため、定期的なモニタリング調査を行い、

履行確認後に施設整備管理費及び施設整備費割

賦金の支払いを行っております。 

  また、事業者からは、年度前に経営状況にかか

わる報告の提出を求めており、ＰＦＩ事業が適切

に実施されていることを確認しているところで

あります。 

  続きまして、（２）の今後の活用についてのう

ち、市営住宅へのＰＦＩ導入の考えについてお答

えいたします。 

  まず、全般的な考え方といたしまして、公共事

業にＰＦＩを導入するならば、できるだけ民間の

長所・能力を引き出して活用する一方で、公共性

は確保するといったバランスの前提状況が重要

なので、ＰＦＩ導入の可能性調査によって従来方

式とＰＦＩ事業方式とを比較検討した上で、ＰＦ

Ｉ事業がその事業にとって最適であると判断さ

れる場合に導入されるべきではないかと考えて

おります。 

  市営住宅の方向性といたしましては、公共施設

等総合管理計画において、今後20年間に延べ床面

積の保有総量を20％削減することが目標に掲げ

られており、今後はこの上位計画を目標に、市営

住宅についても保有総量を縮小する方向になり

ます。 

  また、住宅困窮者向けの福祉政策の住宅でもあ

ることから、個別計画の米沢市公営住宅長寿命化

計画を基礎に、それぞれの市営住宅の状況に応じ

ながら適宜用途廃止や個別改善を実施しながら、
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現有施設の管理を行っていく考えでおります。 

  そのようなことから、当面は建てかえ事業等の

予定はないところでございますが、ＰＦＩ導入に

つきましては、今後市営住宅の更新が必要になっ

た場合には、ＰＦＩ方式も含めさまざまな整備手

法について十分検討してまいりたいと考えてい

るところであります。 

  私からは以上であります。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 私からは、学校建設に関して

お答えいたします。 

  現在、仮称南西中学校につきましては、平成37

年度の開校を目指して事業を進めておりますが、

具体的に校舎等をどのように整備していくかに

ついては検討中でありますので、現時点ではＰＦ

Ｉの活用の検討までに至っていない状況であり

ます。 

  また、米沢市立学校適正規模・適正配置等基本

計画において、仮称東中学校と仮称北中学校につ

きましては、現在の第一中学校と第四中学校の校

舎を活用することとしており、小学校につきまし

ても既存施設や用地の有効活用を図ることとし

ております。費用対効果の面からＰＦＩを活用す

るまでに至らないのではないかと想定しており

ますが、今後計画を具体化する中で、全国の事例

等も踏まえて、ＰＦＩの活用が可能かどうかも含

めて研究してまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 宍戸上下水道部長。 

  〔宍戸義宣上下水道部長登壇〕 

○宍戸義宣上下水道部長 私からは、下水道処理施

設改修などについてお答えしたいと思います。 

  下水道事業における全国のＰＦＩ事業の状況で

ありますが、平成30年４月現在では、主に下水汚

泥の有効利用など12件ほど事業実施されている

ようです。これら事業内容としましては、下水汚

泥から発生する消化ガスなどを利用した発電事

業や下水汚泥の固形燃料化事業などがほとんど

であります。 

  本市は、現在米沢浄水管理センターや中継ポン

プ場の改築工事を実施中でありますが、この中で

下水汚泥を処理する過程で発生する消化ガスに

よるコージェネレーションシステムの導入を計

画しております。この内容は、消化ガスを駆動源

にした発電機で電力を生み出し、その電力を場内

の各施設で利用しつつ、発電機の排熱でつくった

温水で下水汚泥を温め、消化タンク内の微生物処

理を促進させて汚泥の量を減らす、いわゆる減容

化するというものであります。電力を生み出し、

利用するので、維持管理費の削減が図れます。 

  このシステムにＰＦＩを導入している自治体も

あることから本市も検討しましたが、本市の場合

下水汚泥の量が少なく消化ガスの発生量も少な

いため、発電した電力は場内施設で利用するにと

どまるようでありました。このようなことから売

電事業者の参入は見込めないため、ＰＦＩ導入は

難しいものと考えています。 

  しかしながら、国土交通省では下水道における

新たなＰＰＰ、ＰＦＩ手法の導入に向けた検討会

を開催しており、また都道府県においても市町村

向け勉強会などが今後開催されると聞いており

ますので、現在導入は難しいものの、情報収集し

ながらさまざま研究していきたいと考えていま

す。 

  以上です。 

○島軒純一議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 御答弁ありがとうご

ざいました。 

  まず、最初の項目、いわゆるＰＰＰ、官民連携

についてというところなんですけれども、今現在、

いわゆる米沢市でやっているものとしては、何と

いっても代表的なのは指定管理者制度に基づく

官民連携ということだというような御説明だっ

たと思います。それで、この指定管理者制度です

けれども、先ほどの御説明からいきますと、平成
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18年から導入が始まって、今現在既に86施設で行

われているということであります。もう既に10年

以上、指定管理者制度に基づいて、この官民連携

というところにおいてやっているわけなんです

けれども、ここで一つちょっとお聞きしたいのが、

この指定管理者制度は12年目に入っているわけ

ですよね。この中で当局が感じている指定管理者

制度における課題とでもいいましょうか。そうい

ったものについて、何か捉えておられるようなと

ころはございませんでしょうか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 導入当初におきましては、

さまざま小さい問題点とかそういうものはあっ

て、その担当課がさまざま指定管理者と話し合い

をしながら解決してきたというような動きがあ

ります。 

  それで、今の施設については、公募施設につい

ては原則５年というようなところを設けており

ますが、５年ごとに公募を行うというようなとこ

ろであります。そして、複数の方々に、団体、企

業さん等に応募していただいて選定をするとい

うような基本的な考え方でおりますが、残念なが

ら、そこで既存のそれまで指定管理者制度をやっ

ていた事業者のほかに新たに応募される方は、ま

ず最近はほとんどいらっしゃらないというよう

なところでございます。それまでやってきたノウ

ハウをお持ちですので、それに対抗して全くゼロ

からのスタートというのは非常にハンデがある

というのは感じておりますが、制度の趣旨からい

って、できれば応募していただいて、さまざまな

提案をいただければと感じているところでござ

います。 

○島軒純一議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 今、指定管理者制度

における当局が感じておられる課題点として、契

約期間が大体おおむね原則５年、長いところで７

年とか、短いところで３年とかというのがあるよ

うですけれども、ただ大体そのくらいで更新がな

されるというところからいくと、そこに本当です

とこの指定管理者制度の本来の趣旨からいけば、

新たな業者さんにも入っていただいて、次のとこ

ろに、新しい業者さんに入っていただいてやって

いただくというところが筋なんでしょうけれど

も、実態としては既にもう別の業者さんが何年間

もそこの現場でやっておられると、そこで蓄積さ

れたノウハウであるとか経験でもってやってお

られるのであれば、そこに新規参入をして新たに

自分のやり方でというところがなかなかできな

いということで、どうしても新しいところにいく

ところが少ない、入りづらいということだったと

思います。 

  まさにそこがこの指定管理者制度の課題でもあ

るんですけれども、ただ見ようによってはどうし

ても契約期間が短いものですから、その間で各事

業所さんが持っておられる独自のノウハウを本

当にその現場に合わせて発揮するまでに、やっぱ

りこれも時間がかかると。そうすると、３年、５

年、７年という期間でそれを全部発揮できるかと

いうと、これもまた難しい問題なんですね。今、

部長のお話だと、新規の方が後から入ってくるの

が非常に難しいというお話でしたけれども、実態

としては最初に入ったところも結構御苦労され

ていると。言ってみれば、自分のノウハウを新し

く委託を受けた場所で発揮をしたいんだけれど

も、ここも初めての経験なのでそれが発揮できる

までに時間がかかってしまうと。それで、気がつ

くと、ようやくでき上がったと思ったころに更新

ということになってしまう。ここが、互いに課題

になっているところだと思います。 

  総務省のほうでも、この課題についてはさまざ

まデータをもとに考査をしているようです。今言

ったように、その契約期間が短いと、指定管理期

間が短いことからくる課題と。あと、それからど

うしても期間が短いために、その期間内でその仕

事を全部やろうと思った場合に、自分の会社の従

業員だけで全部賄うことができればそれにこし
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たことはないんですけれども、どうしても足りな

い場合、別個にその場で雇わなくてはならない。

でも、それも期間が短いために、どうしても短期

的な雇用者を生み出してしまうという点も指摘

がなされているようです。 

  あと、これは、最近は米沢市の指定管理者制度

においては、極力、排除という言い方は変ですけ

れども、コストダウンだけを求めるというのは避

けるということは、以前にこれは私も聞いた記憶

がありますし、ほかの議員が指摘をされて、その

点については当局側としてもそれだけじゃない

んだということを答弁されていたという記憶が

あります。ですので、あくまでもコストダウンの

みを追うというものではないにしても、結局こち

ら側の指定管理料も年々財政が厳しくなってい

るという状況の中においては、逆に右肩上がりで

上げるわけにはいかない。むしろどうしても縮小

せざるを得ないと。 

  そうなった場合に、その中で、受けたほうが自

分のノウハウを発揮して、なおかつ優良なサービ

スを提供できるかというと、これも難しいという

現状があると思います。 

  こういったところを踏まえても、やはり今後、

本市の官民連携を考えていった場合に、この指定

管理者制度というものにやはり力点を置いてや

っていかれるお考えなのか、その点についてお伺

いしたいと思います。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 導入当初については、米

沢市から民間の方がそういうようなことになっ

たのかという市民の皆様方からのお声も若干あ

りました。しかし、今ですと、実際に施設を使用

される市民の方々にとっても、もう親しんだと、

通常のもの、制度であるということは、言葉では

なくて中身として感じていらっしゃると思いま

す。実際に、指定管理者の方々には一生懸命施設

の管理をやっていただいておると認識しており

ますので、制度の課題については一つ一つ、どこ

までやれるか難しいものもありますが、取り組ん

でいって、この制度については今後とも継続、そ

して新たなものがあれば積極的に検討をしてい

くべきものと考えております。 

○島軒純一議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 先ほども壇上で申し

上げましたけれども、午前中の中村圭介議員の質

問の中でもありましたが、これからの日本を考え

た場合に、本市も当然含めてですが、どこか特例

があるかというと、ありません。 

  国立社会保障・人口問題研究所、あそこのデー

タは過去にさかのぼってみても、当たっていると

いうよりも、むしろ少し多目に見たデータです。

過去20年にさかのぼって見れば、20年前に10年前

を予測したのと、実際に10年前の人口を見れば、

明らかに実際のほうが少なくなってしまってい

るというのが実情です。 

  これからを考えた場合に、このデータ以上に人

口減少が進む可能性があるということを考える

と、公共施設のサービスを提供しなくてはいけな

いというのは、自治体を運営していく上では必ず

していかなくてはならないというところがあり

ます。でも、先ほどの公共施設等総合管理計画か

らいけば、面積を減らしていくことによって何と

かそれをというお考えなんですけれども、私は、

それだけでは追いつかない部分が出てくるんで

はなかろうかと思っています。 

  そういった意味においては、このＰＰＰ、官民

連携というものについて、指定管理者制度のみな

らず、ＰＦＩ、この導入においても、私は真剣に

考えるべきではないかというふうに思いますけ

れども、改めてその点についてはいかがですか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 ＰＦＩ、代表的なものは

議員おっしゃるとおりであります。幅広くＰＰＰ

というものについて、どのような施設の面という

意味でも考えなくてはならないんじゃないかな

と、そういう時期に来ていると思います。 
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  公共が全て施設を持つと、例えば所有するとい

うようなことだけではなくて、例えば民間の施設

をお借りして公共がその機能をそこの中に持た

せるという考えも検討しなくてはならないと思

いますし、さまざま幅広く検討して施設を継続す

ると、施設の機能を継続するというところでは、

今後広い観点で考えていきたいと思っておりま

す。 

○島軒純一議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） ぜひとも、これから

先の本市を取り巻く環境、状況を見据えて、見据

えるというよりもやっぱり予測することが大事

だと思います。どういう社会になっていくのかと

いうことを予測しながら行政運営をしなくては

ならないということだと思いますので、ぜひとも

この点に関しましては、今後積極的に、前向きに

検討していただきたいというふうに思います。 

  では、具体的なところの話に入らせていただき

たいと思います。 

  そのＰＰＰの中で、いわゆる官民連携の事業を

やっていく中で、ＰＦＩ、言ってみれば、わかり

やすく言えば、民間の資金力ですよね、ありてい

に言えば。この資金力を使って、公的施設の建設

から維持管理までやってもらうというやり方で

す。 

  このやり方については、先ほど申し上げたとお

りここ数年で非常にふえています。いっとき病院

にこのＰＦＩを導入しようとして、何件か全国で

失敗してしまった事例があります。その関係で、

あと東日本の大震災の影響もあったりして、この

ＰＦＩについてはいっとき停滞した時期があり

ましたが、その後完全なＶ字復活をして、ここ数

年は物すごい勢いで伸びています。なぜかといえ

ば、やはりこれは全国の地方自治体、皆抱えてい

る問題です。もう既に人口減少が始まり、高齢化

も進んでいる。産業の創出がなかなか進まなくて

全て東京、中京圏にどんどん流れていってしまっ

ている。そうしたときに、地方では直接入ってく

る身銭がどんどん減っている。となれば、自前で

全ての公共事業をやりおおせるという時代は、も

う私は終わろうとしていると思っています。 

  構図としては一緒ですよね。今回の市庁舎建設

なんかを捉えてもそうです。確かに国から22.5％

の交付税措置がありますよという、変な言い方を

すればニンジンを目の前にぶら下げられた状態

で、今32年度末に向かってせっせと米沢市は走っ

ている状態です。しかし、よく考えてみれば交付

税措置されるのは22.5％です。残りの77.5％は何

なのかということを考えれば、大半は地方債、市

債の発行に頼らざるを得ないということです。こ

れを全てこれからの事業に当てはめていくのか

ということです。私は到底無理だと思います。 

  人口が2045年で５万7,720人だそうです。それで

も甘い見積もりと言われている状況です。それよ

りも減っている中で、どうやってさまざまな施設

を、仮にその時点で20％床面積が小さくなってい

たとしても、それでも更新はしなくてはいけない。

だって、倒れそうな建物に集約して、そこで皆さ

んコミュニケーションをとってください、コミュ

ニティーをつくってくださいと言ってもそれは

むちゃな話なわけですから。どこかでは必ず、狭

くなっても、更新はしなくてはならない。つまり

建てかえをしていかなくてはならない。それも全

部自前でやる、自前で払う。いっときにそれをや

るというのは、非常に難しい話だと思います。 

  そこでなんですけれども、先ほど実際米沢市で

は、公営住宅、塩井町団地です。こちらをもう既

にやっているわけです。そのやっている実績があ

るという点からいって、この実績に対しての何ら

かの効果検証とかは行われていますでしょうか。

お聞きします。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 市営住宅のほうで導入した実

績というようなことを御紹介させていただきま

すと、議員が述べられたとおり、１点目はコスト

の縮減であります。従来方式に比べまして、ＰＦ
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Ｉ方式は性能発注を基本として、設計と建設、そ

して維持管理まで一括して発注するようなこと

が可能なため、民間事業者の創意工夫などから、

建設費や管理運営費のコスト縮減効果が得られ

たと評価しているところであります。 

  ２点目は、これも述べられたとおりでございま

すけれども、財政支出の平準化であります。従来

方式の場合は、建設代金を建設期間に全て支払う

というようなところから財政負担がいっとき大

きくなりますけれども、ＰＦＩ方式の場合は契約

期間全体にわたって平準化されるため、財政負担

の抑制につながったのではないかとこちらのほ

うは見ております。 

  あと、３点目は、地元企業の活性化というよう

なことであります。お話しされたとおり、今後民

間活力を生かした公共事業が広く普及していく

ことが想定される中で、民間事業者さんに新たな

事業機会をもたらされたというようなことで、地

元企業の育成と、そして経験に貢献できたのでは

ないかというふうに思っているところでありま

す。 

  そして、その一方でとなりますけれども、経験

上、その反面というようなことでありますけれど

も、ＰＦＩ事業は選定等の手続が複雑で多くの時

間を要すると。さらには、財務・法務面を初め、

従来方式とは異なる発注手続のため業務量が多

くなるために、円滑に進めるにはアドバイザリー、

業務支援の委託が必要ではないかというふうに

思っているところであります。以上であります。 

○島軒純一議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 今、建設部長がおっ

しゃったとおりのところで、先ほど私が言ったＰ

ＦＩのメリット、ずばりそこが入っているわけで

すよね。いわゆる建設コスト、言ってみれば財政

支出を軽減、縮減することができる。そして、な

おかつ地元の、今回の場合は建設業者さんになる

わけですけれども、その業者さんに対して新たな

事業と、それからさまざまな、言ってみればサー

ビスの開発等々についても、言ってみれば経験を

していただくことができているという意味では、

非常にその効果はあるということですよね。 

  であるならば、今後、先ほどの壇上の答弁から

いきますと、いわゆる市営住宅の建てかえという

部分については、具体的な予定がないということ

ですから、そこについてとやかくということはな

いんですけれども、ただ、今、国のほうでもその

分野、ＰＦＩを適用できるという範囲をどんどん

広げようとしています。今まではこの辺だったの

を、もっともっと拡大して、いろんなところにＰ

ＦＩを導入できるように改革をしようとしてい

ます。 

  そういった意味では、建設部門であれば、その

市営住宅のみならず、これからさまざまな部分に

おいて、言ってみれば道路、橋梁、そういった部

分でだってあり得る話になってくると思います。 

  そういった点においては、今既に米沢市で唯一

ＰＦＩについて実績をお持ちの部門でもあるわ

けです。そういったところからいけば、ある意味

米沢市の先頭を切っていただいて、このＰＦＩに

ついてのさらなる利用、活用というものについて

考えていただきたいんですが、いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 先ほど、ＰＦＩの実績という

ようなことで、メリット等をお話しさせていただ

きました。建設事業、お話があったとおりいろい

ろあるかと思います。やはりその中で、ＰＦＩに

よって仕様基準が格段に高い水準で持っていけ

る事業ならばコスト縮減にも効果が発現するこ

とや、維持管理や運営部分の割合が厚い施設だと

事業者の持つノウハウを十分に発揮する面が出

てくるのではないかというふうに思っていると

ころであります。 

  民間事業者のほうからは、今回の市営住宅の件

で、施設維持管理費や施設整備の割賦金の事業収

入が定期的に、そして安定収入として見込まれる

メリットがある一方で、手続の複雑さや事業収益
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が少ないなどの感想もお聞きしているところで

ありますので、そういったＰＦＩの、先ほどお話

し申し上げました可能性調査とか、その建物の工

種とか、その辺を十分踏まえながら、ＰＦＩにつ

いても考えていきたいというふうに思っており

ます。 

○島軒純一議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） そうなんです。ＰＦ

Ｉ、メリットだけではなくて、その導入に当たっ

ては、今の段階では非常に時間がかかってしまう

というところがあるようです。ただ、以前に比べ

ると、今その法律もどんどん改正されて、アクシ

ョンプランも改定になって、非常にやりやすくな

ってきています。 

  そういった点からも、ぜひとも本市においても

今後ＰＦＩの導入については、常に研究を怠らず、

この事業には導入できるんではないかという目

で見ていっていただきたいというふうに思いま

す。 

  では、ちょっと変わりまして、先ほど学校の件。

統合中学校が平成37年に今の予定ですと仮称南

西中学校が建設される予定だということで、ただ

今の時点ではそのＰＦＩ云々というところにま

では入ってはいないと。当然だと思います。まだ

まだ地元説明会のほうが優先されるべきもので

すので、建て方についてどうのこうのということ

はないとは思いますが、ただ、こちらも事前の導

入までのある程度の時間が必要ということから

いくと、逆に計算すると、まだ７年あれば、ＰＦ

Ｉの運営というところまで踏み込むものもあり

ますが、単純にその建物と建物の維持管理、先ほ

ど保守点検がされているというところもありま

したけれども、まさにその保守点検を、いわゆる

学校の建物、施設に関してだけやってもらうと。

当然、中身は、これは教育委員会と校長先生がや

っていくべきものですから、そこまで立ち入るこ

とはありませんので。 

  全国でも、教育施設、文化施設が圧倒的に実は

ＰＦＩが導入されている件数としては、その実績

が一番多いのはここの部門です。そういった点か

らも、私は、まだ平成37年ということを考えれば、

ＰＦＩを導入するための検討は少なくともでき

るはずだと思いますが、その点についていかがで

しょうか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 今、議員から御指摘があ

りましたように、統合中学校、南西中学校のほう

を整備するという際には、やはりＰＦＩについて

も十分検討すべきかなというふうに思っており

ます。 

  先ほどの答弁にもありましたように、その可能

性調査などに時間を要しますので、できるだけ早

くそういったような面も含めて研究をしていき

たいというふうに考えております。 

○島軒純一議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） ぜひとも、教育施設

ではあっても、きちんとした建物で子供たちの教

育を育んでいくという意味でも、その施設の管理

は非常に重要になってきます。今でもやはり、思

い出したくないような管理上の問題点も、過去に

は、ここ数年来たびたびありました。 

  そういったところも含めて、性能発注と維持管

理に関しては、非常にこのＰＦＩは事細かな点ま

で契約をします。今のやり方は、極端な話、毎年

度契約を更新するというようなところも出てい

ます。そういったところからいけば、ＰＦＩ、最

初に決めたどおりじゃないとだめだということ

も最近はなくなっています。むしろそのほうが柔

軟に対応できるということで、ＳＰＣのほうもそ

ういうように対応しているというところがふえ

てきています。 

  そういったところも含めて、ぜひとも今後の統

合中学校、小中学校の再編という部分においても、

このＰＦＩを積極的に考えていただきたいとい

うふうに思います。 

  最後になってしまいましたけれども、上下水道



- 51 - 

の部分です。ここにおいては、きょうの新聞にも

出ていましたけれども、し尿処理のところに関し

ては、下水の最終処分場との統合と、いわゆるミ

ックス事業を検討しているということで、これは

すばらしいことだと思います。これはぜひ進めて

いただきたいというふうに思いますけれども、そ

の先ですよね。見ていった場合に、同じことなん

です。人口が減れば、水道も下水道も使う人がど

んどん減っていくということです。 

  そこのところを考えながら、ただこれを考える

と、民間が入ってこれるのかというと、この人口

規模でどうなのかという問題もありますけれど

も、ただ私はそれを見据えても、またこれからさ

まざまな改革がなされると思いますので、ぜひと

もその点について、上下水道部としてのお考えを

お聞きしたいんですが、いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 宍戸上下水道部長。 

○宍戸義宣上下水道部長 先ほどは下水汚泥に関し

てのさまざまな事例が、全国で先進事例が多いと

いうことから、本市の検討の一部を御紹介しまし

たけれども、やはり下水道の処理場については、

年間相当維持管理費も使っております。そういう

中で、全国では処理場、ポンプ場、さまざまなそ

ういった維持管理運転関係を民間事業者のほう

に包括的な業務を任せるというような事例も、い

わゆるコンセッション方式ということでありま

すけれども、これらについても浜松市の事例です

とかさまざま、それよりも小さい自治体、須崎市

などの事例もございますので、さまざま検討し、

下水、上水、こういった大きな施設関係を長く維

持管理をしていく効率的なものというのは、常に

考えていかなくてはならないというように思っ

ております。 

○島軒純一議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 今は、きょうは建設

部門と教育施設、そして上下水道部門、具体的に

はその３点、３カ所についてお聞きしましたけれ

ども、私は市の行政においては非常に幅広くこの

ＰＦＩは導入できる部門がたくさんあると思っ

ています。単に公共サービスの提供という点から

いけば、もっともっとあるはずなんです。そうい

った点からも、ぜひとも全市横断的にこのＰＦＩ

の導入については、ぜひとも常に前向きに考えて

いただいて、これからの米沢市の行く末を考えな

がら見ていっていただきたいというふうに思い

ます。 

  最後に、１分しかありませんけれども、市長、

このＰＦＩについてお考えをいただければと思

います。 

○島軒純一議長 中川市長。 

○中川 勝市長 ＰＦＩであろう、ＰＰＰであろう、

私の考え方としては、民間でできるものは民間で、

地元でできるものは地元でと、そういった方向性

でいろいろこれからも検討してまいりたいと思

います。 

○島軒純一議長 以上で16番海老名悟議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時０６分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１５分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、小中学校、保育園等における青少年赤十

字活動の推進について外１点、２番工藤正雄議員。 

  〔２番工藤正雄議員登壇〕（拍手） 

○２番（工藤正雄議員） こんにちは。櫻田門の工

藤正雄です。 

  本日は大勢の方に傍聴に来ていただきました。

今回の質問は、米沢市の喫緊にかかわる問題解決

を迫るような一般質問がございますので、当局の

ほうの実のある答えのほどをよろしくお願いい

たします。 



- 52 - 

  会派名の櫻田門ですが、桜田門は上杉藩の江戸

上屋敷があったゆかりの地名です。鷹山公が米沢

藩主として藩の窮状を救う大改革の知識を身に

つけられたスタートのところであり、米沢に来ら

れさまざまな偉業をなし遂げられました。櫻田門

を我が会派の名称とし、本市の発展を目指そうと

願いを込めました。 

  去年、一般質問ができない議会選出の監査職の

立場を離れてから、今回は４回目の一般質問にな

ります。今回まで、本市中心部から以南の発展に

ついて、地域住民活動について、景観形成重点地

区の指定についてや除雪対策、米沢ブランド、寿

山荘廃止のこと、建設業の労働環境改善について

など、市民生活に直接かかわりの大きい部分で当

局の考えをただし、少しでもよい方向へ前進する

のを目指しました。 

  今回は、精神文化の向上にかかわる項目２点を

挙げ、行政当局の考えをお聞きし、私からの考え

も交えながら一般質問をさせていただきますの

で、よろしくお願いします。 

  最初の質問の項目は、小中学校、保育園等にお

ける青少年赤十字活動の推進についての（１）小

中学校、保育園等の活動状況を把握しているかで

す。 

  青少年赤十字、ＪＲＣは、世界中の国に広まっ

ており、日本では保育園、幼稚園から小中、高校

まで加盟し、それぞれの経営の中でさまざまな活

動を実践しています。 

  2008年の資料ですが、赤十字の活動は、世界90％

以上の186カ国で展開され、本当の思いやりを身

につけるため赤十字の理念を学び体験していま

す。本市の将来を担う子供たちも、日常の生活の

中で本当の思いやりの気持ちを育て、ともに生き

る社会を学び、人格形成に役立ててもらいたいも

のです。人を大切にして相手を思いやる精神が、

今の社会で問題となっているいじめや自殺の防

止にもつながっていくのではないかと思います。 

  そこで、現在山形県内の青少年赤十字に加盟し

ている学校、保育園、幼稚園、また本市の加盟学

校・園の実態はどうなっているのかお聞きします。 

  同じ項目の次の質問に移ります。 

  （２）小中学校、保育園に、青少年赤十字の理

念を導入できないかです。 

  学校教育と青少年赤十字の関係について、昭和

42年１月に当時の文部省は見解を出しておりま

す。青少年赤十字への加盟に関することと、青少

年赤十字の提供する教材の利用について、２つの

疑義に対しての回答は、「日本青少年赤十字は、

その沿革、目的、性格及びその実情よりみて、青

少年の健全育成活動を行う団体と認められるの

で、公立義務教育諸学校においても、児童生徒が

保護者の同意を得てこれに加盟するよう、教育的

配慮のもとに指導することは差し支えない」。ま

た、教材の利用についても、「校長が、学校教育

の目的を達成するうえに有効であると判断した

場合は、日本青少年赤十字が提供するものを学校

教育の教材として利用することは差し支えない。

この場合、学校管理規則の定めるところにしたが

って、教育委員会の承認を受け、また届出をなす

ことが必要である」と示しています。 

  青少年赤十字を取り入れるには、それぞれの学

校や園の実情に合わせ生かす工夫がなされれば

いいと思います。全校、全園において児童会、生

徒会、保育園、幼稚園の全ての児童が参加する形

態や、一部の学年、あるいは学級単位の参加、保

育園、幼稚園でいえば年長クラスだけ参加したり

５歳児クラスだけ参加するという形態。また、学

校でいえば、６年生だけ参加したり、ある１つの

組が参加する形態。それとクラブ活動の一つとし

て組織をつくり希望する生徒によって参加の形

態等が考えられます。このように、青少年赤十字

の取り入れ形態はいろいろ考えられます。 

  青少年赤十字の実践目標は、第５次山形県教育

振興計画の狙いと合致しており、各学校において

その実践のための具体的な指導に役立てること

ができます。 
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  学校経営等の課題に関連して、青少年赤十字は

十分に応えることができると思いますが、当局は

どう考えておられるか。また、青少年赤十字の理

念を導入できないか、お聞きします。 

  次の項目の質問に移ります。 

  米沢市芸術文化協会の役割についての（１）ナ

セＢＡ整備後の米沢市芸術文化協会の役割をど

う捉えているかです。 

  ２年前の平成28年10月に米沢市芸術文化協会、

芸文協と総務文教常任委員会で意見交換会を開

催しました。テーマは、今後の米沢市芸術文化振

興策と米沢市芸術文化協会の将来像についてで

す。 

  さまざまな問題をお聞きしました。課題として

挙げられることは、協会消滅の危機として、超高

齢化や活動意欲の衰退、無縁化で退会者の増加に

よる財務基盤の脆弱化、次世代若年層の不在で活

力低下、事業維持の機能不全・不能化、そして加

盟団体の協会所属メリットへの不信から解散消

滅の危機で芸文活動推進によるまちづくり意識

の低下等です。それらは、あるときから加速的に

進行すると懸念されていました。 

  その問題を解決する手引き、意識改革に、芸文

協の組織体制の見直しと規則の改正、事業のあり

方及び運営の見直し、財務基盤強化、会員増強の

方策検討、文化村づくり、ナセＢＡ新ギャラリー

利用の推進等を挙げて、事業全般を見直す事業部

会、持続可能な協会づくりのための規約改正部会、

組織強化を図るための法人化部会の３つの作業

部会に分かれ、問題の検討に取り組まれておられ

るそうでした。 

  米沢市芸術文化協会の抱えている問題は山形県

においても文化芸術をめぐる状況は同様で、地域

の伝統文化の担い手を含め、文化芸術の活動に取

り組む人が減少している。このため県はこれまで

の取り組みに長期的視野に立って、伝統文化の担

い手、指導者の育成、文化による郷土愛を醸成す

るための新たな取り組み、観光、産業に文化的資

源を生かすための展開を考えた取り組みが求め

られるものとして、平成28年度から平成37年度ま

での山形県文化振興プランを策定されました。こ

のように、山形県ではこれからの状況を見通して

取り組みが出されております。 

  本市としても、米沢市芸術文化協会の抱えてい

る問題に対して、将来を見据えたビジョンある対

応策が必要と思います。今までの実績ある経営に

対し、芸文協をどう評価され、米沢市芸術文化協

会の役割をどう捉えているか、当局のお考えをお

聞かせください。 

  次に、同じ大項目の最後の質問に移ります。 

  （２）芸術文化活動を通じ、高齢者の健康づく

りに取り組んでもらってはどうかです。 

  本市が目標にしている健康長寿日本一にも関連

する高齢者の健康づくりですが、芸文協が扱う市

民ギャラリー事業運営には、絵画、工芸、書道、

写真の展示部門、演劇、音楽、邦楽、ダンスのス

テージ部門と、文学歴史部門があります。人間誰

もが加齢に伴い視力、聴力、体力、脳力の衰えが

あらわれます。超高齢化現象により、社会状況が

どのように変化していくかわかりませんが、移り

変わる状況を少しでもよくなる方向へ選択でき

る環境の整備が必要と考えます。これからは、「ア

ドイイハ」と諦めず、「カンケーネ」と背を向け

ずに、芸文協のアートにさまざま衰えた体力や脳

力を有効に働かせ、気力をフルに使って励んでい

ただければ、日常生活も健康に過ごせるのではな

いかと考えます。 

  芸文協は、先ほど述べたとおりたくさんのメニ

ューを持っております。芸文協の持ち味を生かし、

高齢者の健康づくりに本市が一緒になって取り

組めないか、当局のお考えをお聞きします。 

  以上で壇上からの質問を終わります。 

○島軒純一議長 大河原教育長。 

  〔大河原真樹教育長登壇〕 

○大河原真樹教育長 初めに、小中学校、保育園等

における青少年赤十字活動、以下ＪＲＣ活動と申
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し上げますが、その活動の推進についての御質問

にお答えいたします。 

  山形県全体のＪＲＣへの平均加盟率は、小学校

が35.9％、中学校は46.4％となっています。 

  本市における小中学校の加盟状況ですが、平成

29年度のデータでは、小学校では18校中６校が加

盟しており、加盟率は33.3％となっております。

また、中学校は８校中２校が加盟しており、加盟

率は25％であります。 

  他の自治体では、山形市は小学校が36.1％、中

学校が46.7％、酒田市は小学校が13.6％、中学校

が12.5％となっておりまして、地域によって差が

ある状況であります。 

  なお、保育園等では、本市では公立保育園２園

と民間立保育園１園が加盟し、消防パレードへの

参加や養護老人ホーム星の村の訪問等を行って

いるとのことであります。 

  小学校では、広幡小学校で全校生がボランティ

ア活動として春と秋に地区の千手観音菩薩の境

内の掃除を行っており、三沢東部小学校では猿害

対策で活動している地域組織、柿もぎ隊の方々と

一緒に３年生から６年生が柿もぎの活動を行っ

ております。 

  また、中学校では、第一中学校で、東部コミュ

ニティセンターと合同して、「おにいさん・おね

えさんとあそぼう」という事業を実施し、中学生

と地域の子供たちとの交流を長年継続しており

ます。 

  さらに、第五中学校では、ＪＲＣ防災教育プロ

グラムを活用して、映像資料やワークシートを用

いた防災教育を行い、生徒の防災意識を高めると

ともに、ひばりが丘幼稚園や障害者支援施設梓園、

国立病院機構米沢病院と一緒に花いっぱい活動

を長年続けているほか、ひばりが丘幼稚園の園児

に生徒が松ぼっくりツリーをプレゼントする活

動を毎年行っており、地区内の交流を深めており

ます。 

  本市の小学校、中学校の加盟率が低い要因とし

ては、各校において人権教育や租税教育、ボラン

ティア活動、花いっぱい運動、地区のコミュニテ

ィセンターとの合同事業など、同じような活動が

行われており、学校において改めてＪＲＣへ加盟

し活動する必要感が感じられないことや、既に年

間計画に沿った教育活動が組まれていることな

どが考えられます。 

  これまでも、関係団体から学校に対し、説明や

ＰＲが行われておりますが、加盟については任意

であり、校長が校内の実情を考えて判断をするこ

とになりますので、御理解をいただきたいと思い

ます。 

  参考までに申し上げますが、小学校の加盟校は

西部小、万世小、三沢東部小、広幡小、上郷小、

松川小、中学校は一中、五中でございます。 

  次に、小中学校、保育園などにＪＲＣの理念を

導入できないかという点にお答えいたします。 

  ＪＲＣが実践目標としている健康・安全、奉仕、

国際理解・親善は、今求められている人間力を育

むことを中核とした第６次山形県教育振興計画

のテーマ、「つなぐ～いのち、学び、地域～」と

合致しております。 

  また、ＪＲＣの理念は、学習指導要領の趣旨と

も重なりますので、既にその理念を学校教育の場

で導入していることになります。 

  友好親善の精神は、特別の教科道徳で、親切、

思いやり、友情、信頼について考えることにつな

がります。地域社会や世界のために奉仕すること

は、特別活動でボランティア活動を行っているこ

とに結びつきます。命と健康を大切にということ

については、体育科や家庭科、生活科等で学習を

しております。 

  例を挙げますと、南原中学校では、生徒会活動

で高齢者への花のプレゼント活動を行っていま

す。生徒が高齢者世帯一軒一軒に花を届けに伺い、

高齢者に大変喜ばれているとともに、生徒と高齢

者とのつながりが生まれています。 

  第三中学校では、ひとり暮らしの高齢者の方々
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に年賀状を送っています。これもまた大変喜ばれ

ております。 

  繰り返しになりますが、学校教育の中では、学

習指導要領の趣旨と重なるＪＲＣの理念を既に

導入し、各学校で工夫した授業や教育活動を行っ

ているところであります。 

  次に、米沢市芸術文化協会の役割についての御

質問にお答えいたします。 

  初めに、ナセＢＡ整備後の米沢市芸術文化協会、

以下芸文協と申し上げます。その役割をどう捉え

ているかでありますが、芸文協は本市の芸術、文

化の向上に寄与することを目的に市内で活動す

る芸術文化団体の連携を図る組織として、昭和39

年に米沢文化懇話会として発足し、平成11年には

現在の米沢市芸術文化協会と名称を改めて活動

しており、ことしで54年の長きにわたり本市の芸

術文化振興の中心的な役割を果たしている団体

であります。 

  平成28年７月に開館しましたナセＢＡは、総合

的な施設管理や上杉博物館等文化施設との連携

等が必要であることから、米沢上杉文化振興財団

を指定管理者として運営を行っております。 

  しかしながら、市民ギャラリーの展示事業につ

いては、長年多くの展示事業を実施している芸文

協と連携しなくてはなし得ないことから、芸文協

に一年間を通じた米沢市民芸術祭事業を委託す

るとともに、指定管理者が行う市民ギャラリー自

主事業の一部展示会の企画運営を担っていただ

いているところであります。 

  さらに、芸文協主催の展示会やその他個々の文

化団体等の展示等により、市民ギャラリーは稼働

率も約90％と高い状況になっておりまして、年間

を通してほぼあきがないほど有効利用されてお

ります。 

  特に、ことしで54回を迎えた米沢市民芸術祭に

は、展示、ステージ部門で、毎年60余りの個人・

団体の参加があり、その数は他の自治体の芸術祭

に比べ格段の多さを誇っております。このことは、

芸文協が長年にわたり市民芸術祭の企画運営等

に先導的役割を果たしてきた結果であり、芸文協

が本市の芸術文化振興の中心的役割を担ってい

ただいている成果であると感じており、感謝をし

ているところであります。 

  このように芸文協につきましては、今後とも本

市の市民による芸術文化活動の中心的な存在で

あると捉えております。 

  次に、芸文協の課題への対応についてお答えい

たします。 

  芸文協は、例年、市民芸術祭の企画運営、市民

ギャラリー自主事業への参画、「米沢文化」の発

刊、文化功労者等の顕彰等の事業を実施しており

ますが、議員も御指摘のとおり、近年は加入団体

や個人の高齢化とともに、会員数の減少等の課題

を抱えていると伺っております。 

  こうした中、芸文協ではことしから３カ年にわ

たり、県の芸術文化協会から、学童保育所に通う

児童を対象とした総合型文化クラブモデル事業

の委託を受けて事業を実施する予定であります。

この事業は、市内の４カ所の学童保育所に通う子

供たちが、芸文協会員と一緒に華道、茶道、絵画、

詩吟、邦楽、民舞等の活動を体験してもらい、早

い時期から伝統的文化に興味を持つ心を育て、次

の世代へ文化継承をしていこうという事業とい

うふうにお聞きしております。 

  この事業によって、子供の親世代にも芸術文化

活動に興味を持ってもらうきっかけとなり、活動

の範囲を広げていけるのではないかと期待をし

ており、市としましても従来に増して連携をとっ

ていきたいと考えております。 

  これまでの、地域の中から芸術文化を広げるだ

けでなく、今後は教育の中に地域の芸術文化活動

を少しずつ普及させていくことが必要であると

いう芸文協の強い思いを感じるとともに、市とし

ましても引き続き芸文協とともに本市の芸術文

化の振興に努めてまいりたいと思っております。 

  次に、芸術文化活動を通じ、高齢者の健康づく



- 56 - 

りに取り組んでもらってはどうかとの御質問に

お答えいたします。 

  まずは、芸術文化活動は、生きがいづくりや心

の健康維持に大いに効果があり、その輪を広げて

いくことが大切だと思っております。芸文協が組

織として取り組むのは、なかなか難しいかと思い

ますが、芸術文化活動は、お茶、お花、将棋、囲

碁、絵画、書道、合唱、カラオケ、映画鑑賞など、

広範にわたります。体験の機会も、鷹山大学の講

座やコミュニティセンターのほか、民間の教室な

ど、さまざまにありますので、高齢者のみならず

多くの市民の皆様に芸術文化活動に触れていた

だき、心の健康、生きがいづくり、そして健康長

寿日本一につなげていただければと思います。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 工藤正雄議員。 

○２番（工藤正雄議員） 壇上の質問の順番に従っ

て、またお聞きしたいと思います。 

  ＪＲＣのことですが、この加盟率、県と比較し

た場合の本市の加盟率、自分としてはやっぱり県

内でも半分以上というふうなところもないし、そ

れはどうだかと。あと、そんなところで、この米

沢市の加盟率からいって、どうこの数字を思われ

るか。地域によっての差があるというふうなこと

も今お聞きしましたが、実際、この米沢市の加盟

率はどう思われるか。 

○島軒純一議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 教育長の答弁にもありま

したけれども、この青少年赤十字に加盟しなけれ

ばできないということではありませんで、やはり

ボランティア活動でありますとか清掃活動など

については各学校で取り組んでいるところであ

ります。青少年赤十字の事務局の方も学校を回っ

ていただいて、どういう趣旨でやっているのかと

いう説明はしてくださっているところでありま

すけれども、その強い「それではやろうか」とい

うところになかなかならないのが実態なのかな

というふうに思っております。 

  それで、本市の加盟している学校につきまして

も、最近加盟した学校もあれば、30年も前から加

盟しているところもあったりしてさまざまであ

ります。 

  きょう、今回このような提案もいただきました

ので、議会でこのような話題があったこともあわ

せて、校長会のほうでもなおこの理念だとか、こ

の青少年赤十字の活動について紹介したいとい

うふうに思っております。 

○島軒純一議長 工藤正雄議員。 

○２番（工藤正雄議員） 壇上で、私のは古い資料

でしたので、第５次と申しましたが、現在は第６

次ということで。それで、その内容がＪＲＣの実

践目標と学校の活動、やられていることが似てい

るということで、それは完全に似ているというふ

うなところではないと思います。大体、アバウト

に似ているというような感じで、だけれどももっ

と詳しくＪＲＣを知れば、どこか学べるようなと

ころがあるんではないかなと思われますが、その

点あたり、どう考えられますか。その学校に、学

校の特性というか、それを任せて、そのままされ

るというようなこともあると思いますが、やはり

米沢市全体で共通するようなＪＲＣの理念とい

うか、それを全体で学ぶというふうなこと、どう

でしょう、それは。 

○島軒純一議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 各学校におきましては、

それぞれの学校の地域の特性に応じまして、さま

ざまな特色ある教育活動を展開しております。先

ほども答弁にありました租税教室だとか人権教

室もそうですし、例えば学校林の活動だったり、

さまざま地域とかかわった活動をしております

ので、さまざまなプログラムの中から各学校が選

んで、その学校の特色やら、児童の実態に合わせ

た教育活動を展開しておりますので、全市一斉に

加入ということはなかなか難しいのかなという

ふうに思っております。 

  ただ、今回私もこの内容について詳しく見たと
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ころ、私としてはこの加盟をすることで、例えば

加盟式をやってワッペンをもらうなんていうこ

とで、加盟した学校の児童生徒がその意識を強く

持つなんていうよさもあるのかななんていうふ

うに感じたところでもありますので、なお各校長

にもお話ししながら、そのよさについて少し勉強

したいというふうに思います。 

○島軒純一議長 工藤正雄議員。 

○２番（工藤正雄議員） ＪＲＣの考えとか根底に

あることが、人道的、命の大切さとか、第一次大

戦のときに戦時下の兵士に対して子供たちが慰

問品を送ってやったというふうな切実なそうい

うふうな基本理念があると思います。そういうふ

うなことを尊重すれば、今壇上でも申しましたが、

社会でも問題になっているいじめ、自殺、そんな

防止につながるのではないかなと。なかなかそこ

まで学校で、事業活動というか目標にしてそこま

でやって進んで入り込んでやっている学校とい

うのは、なかなか少ないんではないかなと思うん

ですけれども、その辺あたり、やはりＪＲＣの理

念を十分に理解し、広めるようなことも必要では

ないかなと思いますが、どうでしょうか。先ほど

と同じようなあれですけれども。 

○島軒純一議長 佐藤教育指導部長。 

○佐藤 哲教育指導部長 昨今、いじめ等の問題も

かなりクローズアップされておりまして、学校の

ほうでは大変重い課題として受けとめておると

ころであります。主に道徳だとか、特別活動だと

思いますけれども、そうしたいじめの防止、また

は心の教育というところを大事にしているとこ

ろであります。 

  今、御指摘の青少年赤十字の基本的な考え方で

すとかそういったところも非常に参考になると

ころでありますので、さまざまな資料、パンフレ

ット等あると思いますので、そういった指導の際

に役立てるのも一つの手かと、そのように考えて

おります。 

○島軒純一議長 工藤正雄議員。 

○２番（工藤正雄議員） なかなか急にそれに入り

込めると、ＪＲＣの理念を導入するということも

なかなか難しいと思いますが、そういうふうなこ

とを広めながらも、学校の子供たちが健やかに成

長していくような活動をやってほしいなと思い

ます。 

  次の質問、大きい２番の芸文協のことでありま

すが、いろいろ子細、詳しいことは壇上で申しま

したが、質問席では具体的に少し進めるような感

じでお聞きしたいなと思います。 

  一番初めに、私がこの芸文協のことを一般質問

に取り上げようと思いまして、ナセＢＡに参りま

した。ナセＢＡには、オープンしてから何回かお

邪魔しておりましたが、芸文協の事務所にお邪魔

するのは初めてでありまして、そしてこの事務局、

事務所に行ったときにびっくりしました。これが

芸文協の事務所になっているのかと。その施設の

管理をやっているところと同室で、ワンフロアで、

あとただつい立てで仕切られていて、そこでただ

の施設内の事務処理だったらあれでも間に合い

ますけれども、先ほど言ったとおり芸文協に米沢

市で任せているいろんな事業があります。それを

消化するには、あのスペースで間に合うのかと。

いろんなやられている芸文協関係の方が大勢い

ると思います。3,000人ぐらいおられるというふ

うなことですから、そんなところで、あんな施設

管理室の脇にというか一緒のフロアで、あそこで

やっていけるのかなというふうに感じました。 

  あと、もう一つ感じたことは、事務職の方。事

務職の方は、午前中はおられないと。午後から出

てこられるということで、いろんな話し合いが限

られていると、時間が限られていると。やはり年

間、先ほど教育長が申されたとおり、このとおり

の事業があるわけですから、それをいろんな事務

手続するには、その時間、制約された午後からの

時間だけでなく、しっかりした一日の仕事ができ

るような事務職の方の体制づくりが必要ではな

いかなと思いました。 
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  その私が２点感じたことに対して、どう思われ

ますか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 御指摘がありましたナセ

ＢＡ市民ギャラリーの事務所、管理事務所の中に

芸文協の職員の方がいらっしゃるというところ

でございますけれども、芸文協の事務職の方にそ

こにいていただくというのは、先ほども教育長が

答弁申し上げましたように、さまざま市民ギャラ

リーでの事業を円滑に行うために、そこに芸文協

の職員の方にいていただくというような意味合

いでございます。 

  それで、芸文協の主体としては、別な場所に事

務所があるということでございます。 

  さまざまな芸文協の中での会議であったり、集

まりという部分については、ナセＢＡの中の体験

室であったり、オープンギャラリーなどを活用し

ていただいて、ナセＢＡの中で芸文協の会議など

もしていただけるような配慮をさせていただい

ているところであります。 

  また、事務職の方の雇用につきましては、これ

は芸文協の中での雇用でございますので、市とし

てはそこについて特に今までかかわってはいな

いという部分でございます。 

○島軒純一議長 工藤正雄議員。 

○２番（工藤正雄議員） 今、最後の答弁ですが、

芸文協の問題というか雇用であるという。実際、

ほかの自治体を見たときに、この事務局を行政が

やっているというところ、結構あるんですよね。

そして、あと芸文協がいろんな事業を引き受けた

場合に、それなりの指定管理者とかそういうふう

な立場で受けられているというふうなことがあ

ります。米沢市芸文協は、ナセＢＡがオープンし

て、それからあと上杉財団のほうに指定管理者が

移られたということで、それまで芸文協でいろい

ろやってきた市民ギャラリーの全面的な事業活

動というか、そしてそれに米沢市民芸術祭、これ

は市のほうから事業費というかを委託されて全

面的にやられているわけですが、その市民ギャラ

リーでやられる事業も、一部芸文協のほうで受け

られていると。やはりそれを全面的にやれば、指

定管理者の側の考えとまた別に、芸文協のいろん

な方がおられますから、そのやり方も全然工夫が

できて、まだまだ深みのある事業展開ができるん

ではないかなと思われますが、その辺、指定管理

者を外され、そしていろんな面で財務的にも苦し

くなってきたというふうなこともありますので、

その辺、これから米沢の文化芸術をお願いする団

体としては、何か頼りない市のほうのやり方とい

うか、もっと工夫して芸文協にしっかりとお願い

できるような方法があるんではないかなと思い

ますが、ここはどう思いますか。これからどうさ

れるというか、方針としては。当局は。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 先ほども答弁をさせてい

ただいておりますけれども、芸文協につきまして

は、やはり米沢市の芸術文化を振興する上で非常

に重要な組織であるというふうに認識をしてお

ります。芸文協のみならず、さまざまな個人で芸

術文化活動をされている方であったり、上杉文化

振興財団であったり、さまざまな団体・個人の方

がいらっしゃいますので、そういった方々が力を

合わせて米沢市の芸術文化活動がますます活発

になるような体制づくりというのは、今議員もお

っしゃれられたように非常に大切かなというふ

うに思っております。 

  その上で、市がどういったような役割を果たせ

るのか、または芸文協として自立していただくた

めにどのようなかかわり方が必要なのかという

部分については、今後さらに検討していきたいと

いうふうに考えております。 

○島軒純一議長 工藤正雄議員。 

○２番（工藤正雄議員） 事務局の事務所が狭隘で、

その施設の管理事務所に同居しているというふ

うなあれで、実際そこでいろんな活動ができませ

んから、サテライトというか、文化村づくりに関
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連するような感じで、ほかの施設、民間施設を実

際お借りしてやっているわけですが、それもやは

りいろんな財政の事情から、今有効に使っている

場所から、近い将来出なければならないのではな

いかなというふうに心配されているわけですが、

芸文協が入れる公的施設があれば……、現在の事

務局のある事務所は現場事務所というような感

じで十分でしょうが、いろいろ会員の方がお話し

できるような、事業を検討されるような場所とい

うふうなところも必要だと思いますが、そんなと

ころは公共的施設にあるかどうか。なかなか厳し

いと思いますが、その辺どう考えられますか。実

際、あの事業運営はできないというような事務所

について、どうでしょうか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 ちょっと繰り返しになり

ますが、あのナセＢＡの市民ギャラリーの事務所

に芸文協の職員にいていただくのは、あくまでも

その展示事業をする上で芸文協のさまざまなア

ドバイス、関与をしていただくために職員のスペ

ースをとらせていただいております。指定管理者

以外の団体がその施設の中を占有するというこ

とは、基本的にはないわけでございますので、そ

ういった意味であくまでも芸文協の活動をナセ

ＢＡの中でさまざま展開していただくために、市

としては配慮をさせていただいているものであ

ります。 

  先ほども答弁させていただきましたが、ナセＢ

Ａの中の施設につきまして芸文協のさまざまな

会議、打ち合わせなどで使っていただくに当たっ

ては、最大限の配慮をさせていただいております

し、ナセＢＡから離れた場所で、別な場所で会議

をするよりも、そちらのほうがいいというお声も

いただいておりますので、我々としては芸文協さ

んの意向に沿って、十分ではないかもしれません

が、できるだけ配慮をさせていただいた対応をさ

せていただいているところであります。 

○島軒純一議長 工藤正雄議員。 

○２番（工藤正雄議員） 当局の配慮から、ナセＢ

Ａの中の施設があいているときに芸文協の話し

合いに使わせていただくという、そういうふうな

感じでなく、いつでもフリーな時間に集まれる場

所というか、集まるときに時間を設定しなくては

ならないというふうなことでなく、いつでも集ま

れるような場所が必要だと私は思います。 

  この今年度30年度の市民芸術祭、芸文協に任さ

れている事業ですが、これをずっと数えてみまし

た。77ぐらいの事業があります。そして、場所が

まだ未定となっている２つもありますが、このチ

ラシにありますが、この半分、ここまでが米沢市

民ギャラリーで行われるというふうなことで、や

はりそれを市民芸術祭の采配をするのは芸文協

ですから、あそこに事務所があるというのはまず

大変結構なことだと思いますが、そして先ほど言

った自由に芸文協の方々が来て話し合える場所、

そして仕方なしに近くの民間施設を借りられた

というふうなことですので、そこはあと財政上、

出ていかなければならないというふうな危機と

いうことです。 

  そういうふうな場合に、市のほうから何か借り

上げ料というか、少しでも今の状態が維持できる

ように、家賃の借り上げ料の支援というか、そん

なふうなことはできないでしょうか。そうすれば、

ナセＢＡの近くで自由に芸文協の方が話し合え

る場所があるとなれば、また将来、これからの芸

文協の活動が活発になるのではないかなという

ふうに思われますが、どうですか。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 今、議員からお話があっ

たことにつきましては、私のほうでも若干お話を

お聞きはしているところであります。であります

けれども、財政的な支援につきましては、さまざ

まな条件というか検討すべきことがございます

ので、この場ではちょっと即答できませんので、

なお今後芸文協さんのほうともさまざまお話を

お聞きしながら、対応させていただきたいという
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ふうに考えております。 

○島軒純一議長 工藤正雄議員。 

○２番（工藤正雄議員） 今の部長の答弁を前向き

な答弁だと思って捉えておりますので、よろしく

御検討のほどお願いしたいと思います。 

  実際、商業ゾーンとしては経済的効果は余り出

ていないかもしれませんが、文化ゾーンとした場

合には、かなりの人が来られて、そして人間とし

ての交流ができていると。人間同士の交流という

か、精神面での成果というのは、経済効果ではあ

りませんが、かなり出ていると思いますので、こ

れからそういうふうな感じで、ナセＢＡを進めら

れて、運営されていけばいいなと思っております。 

  あと、最後の質問ですが、高齢化による芸文協

のほうのお手伝いというような感じで、人生100

年というふうな時代になっていると。実際、この

芸文協でも、あとほかの市民団体でも、高齢化が

原因で退会されるということもありますが、しか

し芸術をやっている美術家の中に、100歳を超え

て頑張られている方がいっぱいおられると、全国

的に見て。そして米沢市でも、亡くなられました

が、104歳まで髙森務先生が、ずっと絵画のほう

だったり、いろいろ活動をされていたというふう

な。考え方がすごく前向きで、そして全国におら

れる高齢者で美術家、芸術家でも、心の中には未

開な部分がまだまだあると。100歳超えてからも、

そういうふうな面でその心の未開な部分にくわ

を入れて、自分がこれからもまだまだ美術活動に

前進していくというふうな考えの方。あと、100

歳超えてだんだん絵がわかってきたというふう

な方。人生毎日初体験というふうな気持ちで、文

化芸術というかそういうふうな活動をされてい

る方。そういうふうな気持ちの持ち方で、やはり

この健康長寿というか、そういうふうなこともで

きるのではないかなと。 

  最初に申し上げました体力、脳力が落ちたから

それに合わせた手の動き、筆で絵を描いたり、あ

と頭でいろいろ文を考えたりというふうなこと

だけでなく、芸術関係に携わればこれからまだま

だ前向きな考えになって創作意欲というか、それ

が湧き出るのではないかなと。そういうことはや

はり一般の方でも気持ちがそういうふうになら

れるのではないかなと思います。そして、米沢市

が健康長寿日本一、人生100年というふうな感じ

でやるとすれば、芸文協のかかわる部分もかなり

大きなものが、ある一面ではあるのではないかな

と思います。そういうふうな何かを一般の市民の

方に勧めていくに、当局としても何か考えがあれ

ばというか、その辺お聞きしたいと思います。 

○島軒純一議長 渡部教育管理部長。 

○渡部洋己教育管理部長 今、議員からいろいろお

話がありましたように、やはり創作活動をしてい

くということで、やはり脳を使うことで活性化を

して老化防止をしたりというようなことで、健康

につながるという部分は非常に大きいかなとい

うふうに思います。子供からお年寄りまで健康で

生活をしていただく、生きがいを持った生活をし

ていただくために、芸術文化活動も非常に重要な

ものだというふうに思っております。 

  そういった中で、先ほどもありましたように、

芸文協さんには非常に多くの方々がいらっしゃ

いますし、さまざまな技術を持っていらっしゃる

方がいらっしゃいますので、そういった方々のお

力をおかりして健康長寿のさまざまな事業がで

きるように、これから協議をさせていただきたい

というふうに思います。以上です。 

○島軒純一議長 工藤正雄議員。 

○２番（工藤正雄議員） やはりその一つのヒント

として、工夫として、芸術文化活動がある。それ

が健康長寿に結びつくのではないかなと考えら

れますので、その面もいろいろ、やはり行政側が

この主導をとっていただいてある程度進めてい

ただきたいというふうなことを要望いたしまし

て、私の一般質問を終えます。 

○島軒純一議長 以上で２番工藤正雄議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 
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午後 ３時１０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時２０分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  この際、お諮りいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時まで終了しない場

合、会議時間を日程終了まで延長することにした

いと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○島軒純一議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議が定刻の午後４時まで終了

しない場合、会議時間を日程終了まで延長するこ

とにいたします。 

  次に進みます。 

  一つ、労働力の確保と継承を図るには外１点、

10番鈴木藤英議員。 

  〔１０番鈴木藤英議員登壇〕（拍手） 

○１０番（鈴木藤英議員） 皆さん、こんにちは。

一新会の鈴木藤英です。 

  本年度最初の定例会、６月定例会が始まりまし

た。一般質問初日のトリということで、眠くなら

ないように質問をしていきたいと思いますので、

当局の皆様にもどうぞ明確な御答弁をお願いし

たいと思います。 

  さて、昨日はアメリカのトランプ大統領と北朝

鮮のキム委員長の歴史的会談と調印が行われま

したが、内容的には具体的な条項が乏しく、やや

肩透かしを食ったというような表現も各新聞で

見受けられるような出来事がありました。しかし

ながら、朝鮮半島情勢が非核化と安定へ一歩前進

したことは大きな成果ではあったのではないか

と思っております。今後は、北朝鮮に拉致された

方々の早期帰還と事実の検証が求められます。北

朝鮮に対してはしっかりと対応を求めていき、一

日も早い解決に向け交渉を進めることが望まれ

ます。 

  さて、今回の私の一般質問は、一つ、労働力の

確保と事業の継承を図るにはです。 

  昨今の各業界の人手不足、働き手の確保が困難

になってきている状況は非常に危機的なものに

なってきていると言わざるを得ません。１次産業

の農業分野においては、農地の担い手が不足し、

耕作放棄地の増加にもつながっておりますし、２

次産業の製造業、３次産業の販売、サービス業分

野でも著しく人材不足が叫ばれています。 

  これは全国的に顕著な例であり、ここ米沢に限

ったことではありません。少子高齢化により定年

等で現場を離れる退職者の数より、新たに労働力

となる若い人材が圧倒的に少ない現状が根底に

あると思われますし、働く側においても正社員で

の雇用を希望するため、短期的なアルバイトでの

就労は敬遠される現状があると見られます。 

  それは、データでも裏づけられており、全国の

今春の大学卒業者の就職希望者の内定率は過去

最高の98％となっており、７年連続で上昇してい

ます。 

  高校生においては、全国の生徒106万人のうち、

約18万8,000人が就職を希望し、内定率は90％台

後半となっております。各都道府県において差が

あるようですが、北陸の富山県においては99.9％、

最も低い沖縄県では93.7％という状況になって

おります。 

  さて、では有効求人倍率ではどうでしょうか。

山形県内では４月の数値で1.61倍という数字が

報告されており、各企業や事業所においては事業

を拡大しようにも人材が集まらなくて、売り上げ

や利益の確保が思うようにいかない状況である

ことがうかがえます。 

  労働力不足の現状について、本市としてどのよ

うに把握されているのかお尋ねいたします。 

  また、あわせて、この現状に対してどのような

施策を持って解消していくお考えなのかお尋ね
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いたしたいと思います。 

  さらに、労働力の不足は経営者側にも言えるこ

とで、事業の後継者が見つからないことから会社

としての営業を中止し、従業員を同業他社へ移籍

させたり解雇する、会社を閉鎖するというような

事例が昨今聞かれるようになりました。小規模で

あったり零細である企業で多い事例ではありま

すが、従業員もいて安定的な経営を続けてきた利

益を出せる事業所が、新たな課題を突きつけられ

ている状況にあります。本市内での事業継承の問

題点、また後継者の確保の現状についてお知らせ

いただきたいと思います。 

  次の質問項目は、自然災害に備えるまちづくり

についてです。 

  本市においては、さきの東日本大震災のような

大規模な災害、また大雨や地震、暴風、火山の噴

火などは今まで余り経験がなく、強いて言えば冬

期間の積雪により市民生活に支障を来すことが

挙げられるのではないかと思います。 

  しかし、この日本の国土において、いつ何どき

大規模な災害が本市で発生してもおかしくない

状況にあることは間違いなく言えることであり

ます。いつ災害が発生しても迅速に対応し、被害

を最小限に食いとめ、多くの人命、市民の財産を

確実に守り抜く体制を構築する必要があると言

えると思います。 

  本市において災害が発生した場合における本市

の業務継続計画は出されておりますが、市民一人

一人の自主防災、自治防災の観点からお尋ねいた

します。 

  市民の防災に対する意識を一層向上させるため

には、今後何が必要だとお考えでしょうか。また、

一旦事があったときに、被害を最小限に食いとめ、

どのように人命を守っていくのか、市民の生活を

守っていくのか。それについてどのような体制を

しいて備えておられるのかお尋ねいたします。 

  また、現在ハザードマップ等により、大雨など

が発生した場合、土砂災害の危険地域が指定され

ており、あわせて被害の発生を食いとめるために

各種のインフラの整備、また水路や砂防ダム等の

工事、河川整備も行われております。 

  しかし、災害が発生すれば甚大な被害が予想さ

れる地域に対しては、特に警戒を必要としますが、

市としてほかの一般の市街地並びに平穏な地域

と区別した場合、ハザードマップ上指定されてい

る地域においてはどのような取り組みを行って

いるのかお伺いいたします。 

  以上、壇上からの質問といたします。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私から、１の労働力の確保と

継承を図るにはについてお答えいたします。 

  商工業の分野と農業の分野に分けて答弁したい

と思います。 

  初めに、商工業に関して、市内事業者における

人手不足の現状についてでありますが、まず雇用

の状況につきましては、厚生労働省発表の「一般

職業紹介状況について」によりますと、平成30年

４月の全国の有効求人倍率は1.59倍、東北地域は

1.54倍とそれぞれ前月同率で推移しており、山形

県におきましては1.61倍と前月より0.01ポイン

ト増加するなど１倍を超える高水準で推移して

おります。 

  また、ハローワーク米沢管内においても、有効

求人倍率は1.23倍で、前年同月比を0.06ポイント

上回るなど、全国、山形県と同様に１倍を超える

高水準が継続しており、雇用情勢の改善が着実に

進んでおります。 

  しかしながら、一方、求人側の企業から見ます

と、労働力がなかなか集まらない状況にあり、多

くの職種、分野において人手不足感が高まってい

ることがうかがえます。 

  なお、新規学卒者の卒業後の動向につきまして

は、文部科学省の調査によると、平成29年３月の

市内高校新卒者783名のうち県外進学者が322名

で41.1％、県外就職者が87名で11.1％を占め、実
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に高卒者の半数以上が卒業を機に県外に流出す

る現状にあります。 

  また、市内大学生、短大生の就職内定状況につ

きまして、ハローワーク米沢の調査によりますと、

大学生は就職内定者の約９割が、短大生は約６割

が、県外企業から内定を受けている現状にありま

す。このように本市で学生生活を送った大学生、

短大生であっても、就職を機に大多数が転出して

しまうという状況になっております。 

  次に、労働力の確保に向けた具体的な取り組み

についてですが、米沢商工会議所を初め、ハロー

ワーク米沢、置賜地区雇用対策協議会等の関係機

関、団体と連携しながら就職面接会を年２回共催

するほか、市内の高校生、短大生、大学生の地域

企業への就職促進、大都市圏の地元出身学生や若

年労働者の呼び戻し、いわゆるＵターンです。他

地域からの移住促進、ＩＪターン等の事業を行い

地域産業界の人材の確保を図っております。 

  中でも、米沢商工会議所に委託しております米

沢地域人材確保・定着促進事業におきましては、

地域企業の業務内容や求人、インターンシップ情

報等を掲載しましたウエブサイトの運営や、地域

の企業情報を網羅しました企業ガイドブックを

作成しまして、市内の全高校生、市内近隣各県の

大学、本市成人式の来場者等に広く配布するなど

の取り組みを実施しております。 

  また、現状を受けての新たな取り組みについて

ですが、特に最近は学生が地域企業を知り、その

魅力を実感できる機会づくりにも力を入れてお

ります。 

  その一つに、平成29年度に米沢中央高等学校を

会場に初めて開催しましたワクワクワークは、市

内20社がブースを構え、全１年生を対象に仕事体

験を行いました。参加した生徒からは、「仕事に

対する考え方が変わった経験だった」「もっとさ

まざまな職業を知り、勉強も頑張って、自分の選

択肢をもっと広げていきたい」などの感想をいた

だき、好評を得ていることから、今年度は２校に

拡充して開催する予定です。 

  さらに、今年度、教育委員会の新規事業として、

山形大学工学部の学生を対象に、地域の企業経営

者を講師としました出前講座を開催しておりま

す。地域経済を牽引する熱意ある経営者の話を直

接聞くことで、心を動かされた学生が本市への定

着につながることを期待しております。 

  こうした取り組みを地道に実践しながら、本市

企業の魅力や情報を伝え、学生の定着、回帰など

による労働力の確保につなげていけるよう、今後

も米沢商工会議所、ハローワーク米沢等の関係機

関と一層連携を深めまして、地域が一丸となって

粘り強く取り組んでまいります。 

  続きまして、事業承継のためにどのような対策

を講じているかについてですが、事業承継の現状

につきましては、平成27年６月に開所されました

山形県事業引継ぎ支援センターの2015事業承継

実態調査報告によりますと、全国の中小企業数は

この10年ほどの間に約１割の58万社が減少、山形

県内においては約２割の１万社が減少するなど、

後継者がいないために廃業、休業せざるを得ない

ことによって企業数が減少している状況にあり

ます。 

  このような中で、後継者の確保は地域の雇用の

確保やすぐれた技術の継承等に向けて、日本経済

や社会にとっても喫緊の課題であると考えてお

り、この大きな課題を解決していくためには国、

県、関係団体等と連携し、事業承継に対して計画

的に取り組み、後継者を育成、選定していくこと

が必要です。 

  国では、事業承継や再編統合に係る税負担の軽

減措置等により支援するほか、前述の山形県事業

引継ぎ支援センターでは、経済産業省からの委託

事業として、事業承継の促進・円滑化を図るため

に、課題解決に向けた適切な助言、情報提供及び

創業希望者と後継者不在事業主等のマッチング

支援等をワンストップで行っています。 

  県内の金融機関におきましては、山形県事業引
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継ぎ支援センターと秘密保持契約を締結し、事業

承継に係る相談体制を強化するなど、課題解決に

向けて取り組んでおります。 

  さらに、山形県では、事業承継に関するセミナ

ーや後継者育成塾を開催しており、米沢商工会議

所におきましても経営革新塾や創業塾の継続開

催による起業・創業意欲の喚起とともに、事業承

継とのマッチングに取り組んでおります。 

  本市としましても、これらの取り組みを行う実

施主体と連携して、各事業の活用を促すことで、

市内企業の後継者が確保され、計画的に事業が承

継されるよう取り組んでまいりたいと思います。 

  続きまして、農業分野における労働力不足につ

いてお答えいたします。 

  農林業センサス調査によりますと、本市におけ

る1995年、平成７年の経営耕地面積が4,314ヘク

タール、基幹的農業従事者が2,146人でしたが、

20年後の2015年、平成27年には耕地面積が3,464

ヘクタール、基幹的農業従事者が1,361人となり、

経営耕地面積が19.7％の減少であったのに対し、

基幹的農業従事者は36.6％減と大幅に減少して

いるところです。 

  機械化などによる農作業の省力化は行われてお

りますが、農業従事者の減少による労働力不足は

深刻な状態となっております。 

  また、若年層の就農状況でありますが、2015年

度の農林業センサスによりますと、15から24歳の

構成比が1.6％と極めて少ない状況にありますが、

その要因は新規学卒者の就農者が少数であるた

めと考えられます。 

  しかしながら、新規就農はＵターンや新規参入、

雇用就農など多様な形態があり、新規就農に関す

る国の支援が受けられる認定新規就農者は原則

45歳未満と定められていることから、45歳未満で

の就農構成比は8.9％となっており、農業の場合

はいろいろな経験を積まれてから新規に就農さ

れるケースが多くあるものと思われます。 

  なお、新規就農者の実人数につきましては、平

成27年度５名、28年度５名、平成29年度が10名と

なっております。 

  続きまして、新規就農者の支援事業についてお

答えいたします。 

  新規の就農につきまして、楽しさを経験するこ

とは大切でありますが、農業の厳しさやリスク管

理、また農業に対する情熱や地域とのきずなも大

変重要であります。そのため、就農までの準備段

階として、農業次世代人材投資事業の準備型支援

としまして、先進農家や先進農業法人などで就農

に向けた必要な技術を習得するため研修を受け

る場合、原則として45歳未満で就農する者に対し

まして、年間150万円が最長２年間交付されます。 

  また、次のステップとして、実際に就農した後

は経営開始型支援として人・農地プランに位置づ

けられ、原則として45歳未満で独立自営就農する

認定新規就農者に対して、一定の条件のもと、年

間最大150万円が最長５年間交付されます。 

  このほかにも、市単独事業としまして、米沢市

未来を拓く農業支援事業があり、農業後継者や認

定新規就農者についても対象としており、みずか

ら主体となって行う作物の栽培や新たな栽培方

法の導入、新商品開発事業などに対しまして、補

助対象事業費の２分の１以内、上限を100万円と

した支援事業を行っております。 

  次に、農業としての後継者を確保するために、

どのような対策が必要と考えるかについてお答

えいたします。 

  安定した農業経営及び地域農業の維持のために

は、後継者の確保、これは重要な課題と捉えてお

ります。後継者の確保に重要なことは、魅力ある

産業にすることが大切であり、現在の農業経営者

の方々にはより高収入を得るための高収益作物

や稲作における省力、低コスト技術の導入等によ

り、後継者が就農に対し意欲が湧くような魅力的

な農業を実践していただくことが必要であると

考えております。そのためには、市としましても、

高収益作物作付への誘導や、機械設備に対する支
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援に努力していきたいと考えております。 

  また、新規就農に対する各種支援措置や有利な

融資制度、そしてそれらを活用していただくため

に必要な認定新規就農者制度の周知と、認定を受

けるための計画書の作成指導にも、県等の関係機

関と連携して取り組むことが必要であると考え

ております。 

  また、最近の県内での新規就農の事例を見ます

と、農業法人への雇用就農が多くなっており、本

市においてもその傾向が見られます。農業経営の

法人化は、対外信用力の向上や雇用就農による労

働力の確保などメリットがあり、農業の後継者を

確保するためには有効な手段だと思いますので、

今後も法人化を推進してまいりたいと思います。 

  そのためにも、本市の場合、旧村単位で策定し

ております人・農地プランの実現に向けた地域で

の話し合いを今後とも継続して推進し、地域の担

い手となる中心的な農業経営体に農地を集積す

ることで、営農効率の向上と法人化の推進に努め

ていきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、２の自然災害

に備えるまちづくりについてお答えいたします。 

  初めに、災害に対する市民意識を向上させるた

めにはについてでありますが、近年全国的に自然

災害による大規模な災害が発生しており、被害も

甚大なものとなっております。本市におきまして

は、幸い近年大きな被害を受けた災害がなかった

ことから、市民の災害に対する危機意識が低いも

のとなっております。 

  しかし、昨年は羽越水害から50年、大正６年に

発生した米沢大火から100年という節目の年であ

り、米沢でも過去には大災害が起きていることを

忘れず、いつまた起きるかわからないという危機

意識を市民に持っていただくことは非常に大事

なことと考えております。 

  本市では、市民の意識を向上するため、防災に

対する出前講座や鷹山大学の講座のメニューの

一つとして、防災の基礎知識講座を設けるなど力

を入れてまいりました。 

  平成29年度は、町内会を初め、各種団体に対し

て30回の講座を行っております。また、大震災の

教訓から自主防災組織が防災や減災に果たす力

が大きいことがわかっていることから、講座の中

で防災に対する基礎知識とともに自主防災組織

の必要性について理解を図り、自主防災組織の組

織率の向上に努めてきました。 

  しかし、本市の自主防災組織の組織率は、今年

の４月１日現在で197組織で、全世帯数の63.3％

であることから、今後さらに結成のための助言や

支援に努めてまいります。 

  次に、被害を最小限に食いとめるためにはにつ

いてでありますが、現在の本市地域防災計画では、

東日本大震災における教訓を踏まえ、災害が発生

しても人命が失われないことを最重要視し、経済

的被害ができるだけ少なくなるように備える減

災の考え方を基本とするとともに、自助・共助・

公助の連携を図り、地域防災力の向上を目指すも

のとしております。 

  地震における災害時の基本は、自分の身は自分

で守ることであり、まずは身の安全を図るために、

障害となるものが少ない広く安全な場所へ避難

することが大事なこととなります。本市では一時

的に避難するための避難場所として、学校等のグ

ラウンドや公園など77カ所を指定し、周知をして

いるところです。 

  また、家屋の損壊等により避難が長期化する場

合は、避難所生活を余儀なくされるわけですが、

現在避難所としては公的施設の65カ所を指定し

ているところです。 

  次に、隣組や自主防災組織の協力による助け合

いが人命を救うために大きな力を果たすことが

これまでの大震災からわかっております。そのた

め、高齢者や子供、障がい者といった災害時要援
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護者を安全な場所へ誘導していただくことが減

災に大きくつながるものになることから、災害発

生時に自力避難等が困難な状況に置かれる災害

時要援護者の安全確保の対応としまして、災害時

要援護者名簿を作成しております。この名簿を市、

民生委員・児童委員、自主防災組織と共有を図る

ことにより、支援体制の確立に努めているところ

です。 

  また、いかに早く確実に住民へ避難情報を伝達

できるか、そして安全な場所へ誘導できるかが住

民の命を守るために大事なことであると考えて

いることから、平成26年度に同報系防災行政無線

の整備を行い、携帯電話へのエリアメール、ＮＣ

Ｖ９チャンネル番組へのＬ字放送、エフエムＮＣ

Ｖと連動することで、多様な伝達手段により緊急

情報を伝達できるようにしました。 

  災害時に必要となる備蓄品につきましては、毎

年、防災倉庫とともに整備を進めております。 

  このほか、市では毎年、総合防災訓練を実施し、

防災関係機関及び市民の参加協力のもと、災害時

における防災関係機関相互の緊密な協力体制を

確立してきました。大規模災害発生時には、ライ

フラインや情報通信網の途絶、パニックの発生、

庁舎や公共施設の損壊、職員の負傷などにより市

の災害対応能力が著しく低下する場合があるこ

とから、市単独では多岐の分野にわたり、かつ膨

大な量の応急復旧活動を満足に遂行できない事

態が生じることもあります。 

  そのため、本市では、広域的な協力を求める体

制づくりとして、姉妹都市間の協定のほか、県外

の広域行政圏に対する応援協定、生活物資、給水、

電気などライフラインに関する応援協定など、現

在48件のさまざまな災害時相互応援協定を結ん

できております。 

  大規模災害発生時には、こういった協定による

応援も必要により求めながら、速やかな応急復旧

に努めてまいります。 

  次に、災害危険区域の対応はについてですが、

本市では災害の危険度が高い区域を知っていた

だくとともに、いざというときに早目の避難がで

きるようハザードマップを作成し、周知を図って

おります。 

  現在作成しているものは、河川に関しては最上

川、鬼面川、羽黒川、堀立川、誕生川の５河川が

作成済みであり、土砂災害に関しては９地域が作

成済みであります。 

  また、ため池に関するハザードマップにつきま

しても取り組みを行っており、土砂災害、ため池

につきましては、今後も随時、地域をふやしてま

いります。 

  次に、土砂災害等で道路が遮断された際に孤立

化する危険性がある集落に対しては、災害時でも

連絡が確保できるよう衛星携帯電話と電源を確

保するためのカセットボンベ式の発電機を整備

しており、現在９カ所に設置しております。 

  また、緊急情報を確実に伝達するため、さまざ

まな媒体による伝達を進めておりますが、平成26

年度に同報系の防災行政無線を整備した際、レッ

ドゾーンと呼ばれる土砂災害特別警戒区域にお

住まいの方で携帯電話等の情報を得る手段のな

い方には、防災行政無線から流れる緊急情報が室

内でも聞こえるよう戸別受信器を取りつけさせ

ていただきました。 

  さらに、昨年度は災害の危険区域への確実な情

報伝達を広げるため、土砂災害特別警戒区域にお

住まいの方で戸別受信器を取りつけされなかっ

た方と、河川氾濫のおそれのある浸水想定区域に

お住まいの方及び事業をされている会社等に緊

急情報を自動起動でお知らせする緊急告知ラジ

オを無償で配付したところです。 

  今後も、自然災害に対して被害を最小限に食い

とめるため、さまざまな取り組みを行ってまいり

ます。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 御答弁ありがとうござ
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いました。 

  まず、先の質問の労働力の確保について、再び

御質問させていただきます。 

  今、御説明ありましたとおり、本米沢において

もハローワークでも1.23倍というような高水準

で雇用のほう、人手の不足といいますか、そちら

が進んでいるという現状がうかがえました。 

  高校生の定着率、地元への就職率ということに

おいても、やはり半数以上の高校生がこの圏域か

ら外に流出しているということは、大変もったい

ない部分もあるのではないかなというふうに見

ております。 

  今までいろいろな支援のほうをとられてきたか

と思います。商工会議所さんですとか、さまざま

な形でまた地元への定着、Ｕターンを促している

というようなことでありますけれども、せっかく

地元のほうに定着されてもなかなか地元に根づ

かない、そういったことももしかしたらあるので

はないかなというふうに思っております。 

  そういった中で、就職するまで、また地元のほ

うに定着するまでのケアというものももちろん

必要だとは思いますけれども、就職してから、ま

た引き続きやはり事業に対して一生懸命に取り

組んでいただけるような、そういった形の取り組

みも並行して必要かと思っております。その点に

ついては、どのような取り組みがなされているか

お伺いいたします。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 就職された方への取り組みと

いいますか、さまざまな若者への支援という形に

なりますけれども、そういった意味では市のさま

ざまな事業で支援している部分がございます。住

宅とかの支援とか、さまざまな部分が、条件はあ

りますけれども、そういったものでの支援が重立

ったものであるかなと思います。 

  それで、逆に事業として承継した起業者とか、

そういった方への支援とかも、先ほどの答弁でも

お答えしましたように、税制の面での支援とか融

資の優遇とか、さまざまなものを活用していただ

くように市としては御紹介して支援していると

ころでございます。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ありがとうございます。 

  同時に、やはり新たに開業される方ですね。新

たに事業を承継されて事業を始める方の例もあ

るかと思います。 

  そういった中で、今まで既存の企業の経営者が

おられて、いろいろな諸事情、自分も高齢化して

いるので誰か事業を引き継ぐ方を探しているけ

れどもなかなか思うように見つからない。また、

社員の方の中からそういう方を見つけようと思

ってもなかなか手を挙げてくださる方もいない

というような現状も間々見受けられると思いま

す。 

  そういった中で、しっかりとそちらの開業後の

フォローアップができるように、また新たに開業

支援、そういったことも必要かと思います。 

  そういった中で、現在市内においてそういった

形での事業の継承をされた例というものは、報告

のほうはありますでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 一般的に、家族間ということ

であれば、さまざまな形で御家族の方、会社経営

だとしても比較的中小企業が多い中でそういっ

た継承はされているケースが多いかと思います。 

  そういった中で、そういう方々への支援という

ことでは、先ほども申し上げましたように国、県

のほうの支援がございますので、創業後のさまざ

まな適切な助言、情報提供などを行いながら、そ

ういったものの制度を活用していただきたいと

いうことの情報提供に市としては努めておりま

す。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 今お話をさせていただ

いたのは、主に商工部門についてですけれども、

新たに企業を立ち上げたいというような方でも
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全くゼロからスタートするというのは、なかなか

ハードルが高いものであるのかなというふうに

思います。 

  そういった中で、もしこういうような、自分が

やりたいような職種なんだけれども経営者を募

集している、そういうようなところがすごく身近

なところで情報として入手できれば、ある程度で

は話を聞いてみようかとか、ではそういうところ

が例えば米沢以外の方でしたら、では米沢に行っ

て、今までお勤めされていたところからまた新た

に自分として第２の人生をスタートさせてみよ

うか、そういった方も多分にこれは出てくるので

はないかというふうに期待しておりますので、そ

の辺の情報の収集並びに関係団体のほうとのま

た調整や情報の共有の宣伝等を行って進めてい

っていただきたいと思います。 

  また、昨今、若者がやはり少ないということか

ら、若い労働力がなかなか足りていない現状とい

うものは先ほどから指摘させていただいており

ますけれども、今やはり高齢化社会という中で、

定年を迎えられた方がまた再雇用、再任用とかで

引き続きお仕事をされるというような例も多々

あるかと思います。今まで経験を積まれている方

が、そういった形でしっかりと地元の企業でお仕

事をしていただいて、労働力として地域経済を支

えていただけるということも、これは大いに頼も

しいことではないかなというふうに思っており

ます。 

  そのような形で、例えば退職者がある程度出る

ような規模の事業者、そういったところに対して、

次の人材を必要としているようなところに対し

てのあっせんですとか、そういった情報の共有も

進めていく、そういうような体制も構築していく

ことが今後必要かと思われますけれども、現在そ

のような形での退職されるような方、高齢者の再

雇用の面での動きというものについては、何か出

ておりますでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 市内の中小に限らず会社にお

きましては、人手不足感が非常に高まっておりま

して、退職者という形では高齢で退職をされたと

しても引き続き再任用とか定年延長とかという

形で、企業のほうで継続して雇用する形態がふえ

ているようです。 

  そういった形で企業の力、これまで企業で力を

蓄えていただいた高齢者の方たちの力が引き続

き同じような現場で発揮されているというふう

に捉えております。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 昨年の11月には東北中

央道も開通しました。また、あわせて八幡原です

とかオフィス・アルカディアに対する企業立地も

順調に今のところ推移しているのかなというふ

うに見ております。 

  道の駅もできましたし、かなり地域経済にとっ

ては明るいものが多分にあるのではないかとい

うふうに感じています。 

  その中で、米沢に新たに企業立地される企業に

とっても、安定的な労働力を確保できるというこ

とが何よりも立地される企業については魅力の

一つであると言わざるを得ません。 

  そういった中で、今後しっかりと企業立地を進

める上での労働者の確保と働く場の提供、それが

両輪で進んでいけるような対応を今後ともとっ

ていただきたいと思います。 

  続いて、農業分野においての人材についてです。 

  今、御答弁ありましたとおり、なかなかこちら

のほうもより一層高齢化が進んで若い担い手の

農業者が減少しているという現状があろうかと

思います。 

  先ほどもデータでお話を伺いましたけれども、

20年ほど前に4,300ヘクタールあったものが、約

1,000ヘクタール耕地が減少したと。また、農業

者においては36.6％、約３分の１以上が減少して

いるというようなことがあります。なかなか若年

層については、自分の家が農家でなければなかな
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か農業に就業するという形態は見受けられない

かもしれませんけれども、昨今では営農組織のほ

うに働くという形での就農というパターンがふ

えているように聞き及んでおります。 

  そういった中で、しっかり労働者を確保するに

は、やはり営農組織というものも一つ重要な役割

を果たしているのかなと思います。 

  この中で、先ほどお話がありました人・農地プ

ランのほうを現在進めているわけですけれども、

今ですと米沢のある程度の地域、三沢地区ですと

か南原地区、またその中でのある限定的なところ

の集落を対象にしたプランの作成というものが

進行しているかと思います。 

  しかし、今そういった中山間地においては、特

に若い農業者、担い手のほうが不足しております。 

  市の中心部、また北部の六郷、窪田、上郷の方

が中山間地のほうに農地を借り受けて営農する

というような形態もかなりふえてきております

し、そういった方々の地域間の交流といいますか、

移動しての営農というものを進めていかないと、

今後中山間地においてもますます担い手の不足、

高齢化の進行、耕作放棄地の増加ということが進

むと思います。 

  この人・農地プランにおいては、限定的な集落

でのプランの作成になっております。これをもっ

と全体的に行き渡るような、市全体として取り組

めるような、また人・農地プランを作成するその

地域としても、それ以外の地域の方も巻き込んだ

ような形のプランの作成、推進というものが必要

だと思いますけれども、現在状況としてはどのよ

うな状況にあるでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 本市の人・農地プランにつき

ましては、今議員御指摘のとおり旧村単位で区切

りました11地区で作成済みであります。それで、

プランの中心経営体としての位置づけは、複数地

区にて行うことができますので、位置づけを希望

する地区の人・農地プランの話し合い等へ参加す

ることで、当該地区の今後の中心となる経営体に

位置づけられます。そのため、現在でも農業者が

属する地区内でのマッチングだけでなく、中心経

営体として位置づけられた地区全てでのマッチ

ングが可能となっております。 

  また、プランには、中心経営体のほかに、農地

の出し手となる農業者の情報や農地中間管理事

業の活用方針なども記載されておりますので、そ

れらを全地区データとして整理しているところ

でございます。 

  人と農地の問題解決のために、各地区における

農地の出し手、担い手、次世代を担う後継者など

幅広い層からの参加が必要であると考えており

ますので、今後もプランを充実させるために継続

した話し合いが行われるように事業を推進して

まいりたいというふうに思っております。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ありがとうございます。 

  やはり経営をしていく、農業集落として農地を

守っていくということにおいては、いろいろな多

方面からの人的な支援というものを受けないと、

なかなかその地区だけでは解決は困難ではない

かなというふうに思っておりますので、しっかり

とそこら辺のデータベースがあるということも、

今現在プランを作成されているところにも周知

いただいて、またこれから作成していこうという

ところにも幅広い視野で取り組んでいただける

ように指導のほうをしていっていただきたいと

思います。 

  また、農業分野の事業の継承についてでありま

すけれども、昨今やはり農業を志す若い方にも先

ほどの一般的な企業経営と同様に、ハードルの高

い導入部分においてはさまざまな機械設備やま

たは農地、また果樹においては成木となるまでに

育成にもやはり10年近くかかったりしますので、

なかなかハードルが高いようなところもありま

す。しかしながら、取り組んでみると非常に有意

義な業種であるということも、魅力ある業種であ
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るということも間違いなく言えると思います。 

  そういった中で、一例としましてですけれども、

これは置賜地域ですけれども、あるブドウ農家さ

んが高齢化を理由に引退、廃園を、園のほうを閉

めることを考えていたという事例があったそう

です。しかし、県の事業になりますけれども、農

業の経営支援センターのほうでのマッチングに

よって、新たにブドウ農家をやってみたいという

ような若い方があらわれて、そこのマッチングを

行ったと。その結果、引退される方というのも本

当にもう動けないという状況でもないので、その

若い方に全て農地と設備等を譲って、そしてある

程度の立ち上がり、独立して歩んでいけるところ

までの支援を一緒に行って今現在取り組んでい

るというような事例もあります。 

  農業分野においても、商工業と同じく、このよ

うな形での家族間以外の事業の継承というもの

も今後有効に働くのではないかと思いますので、

こちらもあわせて取り組んでいただけるように

お願いいたします。 

  この分野の質問、最後になりますけれども、い

ずれにしても働く若者が魅力ある米沢を感じて、

この米沢で仕事をしたい、そしてこの地域社会に

貢献したいということを思っていただく、また一

回米沢を離れたけれども地元米沢に帰ってきた

いというような若者、またＩターン、Ｊターンの

方々にも米沢の魅力というものがしっかりと出

ていないと、結果としては結びつかないと思いま

す。まさに米沢のブランド力を向上させて発信し

ていくことが、そちらにも寄与するのではないか

と思っております。 

  最後に、この部分で武発地方創生参事のほうに、

ブランドの推進と、また今後米沢が魅力ある形の

まちになっていくためには、どういうことをこれ

からまた取り組んでいくということでお話を伺

いたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

○島軒純一議長 武発地方創生参事。 

○武発一郎地方創生参事 今、鈴木議員のお話を伺

って思いましたが、やはりこれからの少子化の時

代に、マニュアルに沿った同じやり方の仕事とい

うのはどんどん、人が足りないわけですから、な

くなっていく。そこはロボットやＡＩにかわって

いくだろうと。それは農業でもいずれ、もう来て

いるかもしれませんし、あるいは市役所の仕事も

そういうことが必要になるかと思います。 

  そうはいっても、やはり人でしかできない、創

造ですとか研究ですとか、あるいは一緒に考える

共想ですとか、そういったことは人間でしかでき

ないことですので、幸い米沢には山形大学を初め

そういったところの訓練を積んでおられた学生

さんが3,000人、4,000人いらっしゃるわけですか

ら、その価値をもう一度学生さんも見つめ、それ

から個々の米沢の企業もそういった学生さんが

魅力に感じるような企業となるべく努力をして

いただく。そういったことが、この挑戦と創造と

いうスローガンのもとに、大学も企業も行い、ま

たそれが外に向けて発信していくことで、例えば

首都圏に必ずしもオフィスが必要のない会社で

次世代型の会社みたいのが米沢に来るみたいな

ところに、このブランディングがつながっていけ

ば、最終的には交流人口がふえてまちの活性化に

つながるのではないかと思っております。それに

向けて、さまざま市民の機運を高めていきたいと

思っております。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ありがとうございます。

今後とも米沢の魅力を高めるためにブランドの

推進のほうを力を入れて、今後とも継続して取り

組んでいただきたいと思います。 

  では、次の質問に移ります。 

  災害に強いまちづくりについて、こちら質問席

から質問させていただきます。 

  今、お話がありましたように、一旦やはり事が

あれば、大規模災害になれば特にそうですけれど

も、自分たちの身は自分たちで守るというような

ことで、やはり大きな災害であれば公的な助けが
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来るまでに相当の時間を要する場合もあろうか

と思います。 

  その中で、今お話のあった自主防災組織が立ち

上がってきているということは、これは前進した

部分ではあると思います。しかしながら、まだま

だ普及率というか、組織率のほうが60％台という

ことでは、まだ計画には達していないのかなとい

うのが現状あるかと思います。 

  私の地元のほうでも自主防災組織のほうがやっ

と立ち上がって数年たっておりますけれども、行

政のほうでやはり自主防災組織を立ち上げたと

きに、ある程度の備品といいますか、そういった

ものは支給になる。これは地元の公民館に置いて

あるなんていう例があるかと思いますけれども、

その中でやはり届け出を出せば自主防災組織が

ここで立ち上がった。それで、そちらの組織の長

という方が大抵地区委員の方ですとか、町内会長

さんが兼任なさっている例も多いかと思います

けれども、それだけで自主防災組織というものが

もう完了したという位置づけでは、どうなのかな

と思っております。 

  やはり、お互い日ごろから地域住民が一体とな

った訓練ですとか、先ほども年に30回程度講座等

を市内で行っているということでありましたけ

れども、常日ごろから地域住民同士のコミュニケ

ーションをとり、一朝事あるときにはどうすると

いうような体制、そういったものを構築していく

必要があるかと思います。 

  その中で、今自主防災組織の中で、今立ち上げ

てから自主的に訓練、また通常の避難経路の確認

ですとか、そういったことはどのような形で把握

なさっているでしょうか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 自主防災組織につきまし

ては、議員仰せのとおり、結成することも大事で

ございますが、その活動を継続していただくとい

うことが大事だというふうに考えております。 

  既存の自主防災組織につきましては、毎年のそ

ういった訓練につきましては、義務づけ等は行っ

ておりませんけれども、結成後も活動していただ

くというために、訓練に関して活発な組織が行っ

ている訓練の取り組みなどを事例紹介したり、助

言しましたり、県の消防学校で開催しております

自主防災組織のリーダー研修会に参加する際の

助成などを行っております。 

  そのほか、自主防災組織で訓練をされた場合に

は、年１回１万円までですけれども資機材の購入

に対する助成を行うということで、継続した活動

となるように、それぞれ自主防災組織のほうとい

ろいろ連携、あるいは支援しているところでござ

います。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 今のお話を伺うと、特

に自主防災組織については年何回とかそういっ

た形の訓練等のノルマといいますか、そういった

ものは課せられていないようなところでお伺い

しました。せっかくつくった組織ですけれども、

そういったふだんの訓練というものがないなら

ば意味をなさないような組織では、いざというと

きに機能しないわけですから、ぜひそちらの自主

防災組織について市として把握されているので

あれば、その組織に対して、年１回でいいと思い

ますけれども、どういった活動をした、また訓練

をしたということも取り組んでいただいて、極力、

全住民が参加するというのは難しいかもしれま

せんし、高齢者も子供も参加するというのも難し

い状況もあるかもしれませんが、ぜひそちらのほ

うを促すような施策のほうを今後進めていって

いただいて、活発な活動に結びつけていただけた

らと思います。 

  また、各地域においては、各消防での分団演習

等が行われております。我が地区においても、先

日あったわけですけれども、そういった消防団に

ついては日ごろから訓練もしております。また、

婦人防火指導員も出て消火器訓練等も行ってお

ります。ぜひそういった形の消防組織、そういっ
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たものとの連動を促していって、またお互い協力

した防災体制を構築する必要もあるかと思いま

すけれども、あわせてそちらのほうも御検討いた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 自主防災組織につきまし

ては、そういった消防団なり、地元のいろんな組

織と連携して、いざというときにやはりいろいろ

活動できるようにふだんからしておくというこ

とは重要だと思いますので、そういった取り組み

についていろいろと進めてまいりたいと思いま

す。 

  あと、先ほど御質問いただいた中で、自主防災

組織の活動状況についてちょっと回答が漏れて

おりました。自主防災組織、今ある組織の中での

活動ということになりますけれども、訓練などを

実施した組織は64組織ございます。それから、防

災の啓発活動、危険箇所の点検、巡視などの活動

を行った組織は延べ136組織ということで、実際

には自主防災組織のほうでもいろいろ御活動を

いただいているところでございます。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 今、64組織で訓練等を

行っているということなので、まあまあの比率で

はやっているのかなとは思いますけれども、まだ

まだ全体から見れば３分の１ですので、今後でき

たばかりのところも含めて、しっかりとした指導

と訓練を促していっていただきたいと思います。 

  続いて、一旦、やはり災害があった場合に、あ

る程度近隣市町との連携ですとか、米沢が特に大

きな被害を受けたということであれば、近隣の市

町やまたほかの民間企業等からの支援というも

のも必要かと思われます。今まで48の協定が結ば

れているということをお伺いしましたけれども、

今までそちらの協定が発効されたということは

恐らくないかと思いますけれども、これは同じよ

うに、やはり米沢市として近隣市町、米沢以外の

ところで大規模なものがあったときに、米沢とし

てやはりそれを支援する、そういうような体制と

いうものもあわせて持っているというようなこ

とで理解してよろしいでしょうか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 県内では、市町村間にお

ける広域消防に関する相互応援協定とか、あるい

は大規模災害時の広域応援に関する協定につき

ましては、既に締結されているところであります。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 災害はないにこしたこ

とはないわけですけれども、我々米沢市民も災害

があればほかのところからの応援もいただくけ

れども、ほかの市町でそういった災害があった場

合には迅速に駆けつける体制にあるんだという

ことで、共助の意識づけもあわせて行っていく必

要があると思いますので、その点の周知もよろし

くお願いしたいと思います。 

  最後になりますけれども、ハザードマップに指

定された地域についてお伺いいたします。 

  今、河川のほうでは５カ所ですとか、土砂災害

の警戒区域については９カ所というふうなこと

が取り上げられましたけれども、地震の際にはや

はり断層帯の上に位置しているところというも

のが被害もかなり大きく出るのではないかと思

われます。この地震において、断層帯等の指定、

またそちらについての危険区域の設定というも

のは、現在なされているかお伺いいたします。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 市内にも長井盆地西縁断

層帯のかかわり、そういう断層が一部あります。

そういったところについての、特にそういうマッ

プ的なものといいますか、避難のためというもの

はつくっておりませんけれども、断層帯そのもの

を地図におろしたものとか、そういったものはご

ざいます。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 地図に落としたものは

あるけれども、そういったものを危険区域として
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のマップのほうには掲載されていないというこ

とでよろしいですか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 被害想定として、長井盆

地西縁断層帯で震度７の地震が発生した場合と

いうことでいろいろ想定しておりますので、その

区域というのは、その断層の場所だけに限らず、

市内全域に及ぶものですので、そういった状況に

ついてまとめているものはございます。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） では、改めて、そちら

の点についても、今後警戒区域として、また地震

の際にはこういうところで被害が想定されると

いうことも盛り込んだ形のものでの周知をお願

いしたいと思います。 

  また、危険区域においては、大雨等で土砂災害

が起こる地域、また地すべり等で大雨のときに地

盤が流出して家屋が倒壊するというような地域

も多々あろうかと思います。そういったところに

今後住宅を建てようとする場合には、そういった

ところは危険な区域であるということを、新たに

住宅を建てようとする方に対して周知するよう

な制度というものもないと、自分が知らないうち

にそういうところに家を建ててしまったという

ことにもつながりかねないと思いますが、そうい

った点については市としてはどのような対応を

とられておるでしょうか。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 お話のありました土砂災害の

警戒区域とか、あるいは特別警戒区域のほうに家

を建てるとか、開発行為とか、そういったところ

は制限が加わってまいります。そういった確認申

請なりで場所なりを確認して、危険な区域に対す

る建築物のほうは、指導を行っているところであ

ります。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） では、最後になります

けれども、今現在かなりそういったところ、危険

なところに居住されている方もおるかと思いま

す。そういったところでもし災害が起きた場合に、

大規模なものにならないようなある程度のそう

いった整備というものも必要かとは思いますけ

れども、そういった方々のやはり安全な場所への

移住というものも、もしかしたら必要なのかと思

います。現時点で、そのような施策のほうで制度

的なものがあれば教えていただきたいと思いま

すが、最後にお願いいたします。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 危険な場所に建っている住宅

の移転補助といたしまして、現在がけ地近接等危

険住宅移転事業補助金というものを用意してお

ります。この制度の内容ですけれども、山形県が

指定しました土砂災害警戒区域、いわゆるレッド

ゾーン内にある危険住宅の除去と、その住宅にか

わる住宅の購入資金を金融機関から借り入れた

場合の利子補給を対象としているところであり

ます。 

  そういった制度の意向調査をやっておりますの

で、この辺を御紹介、御相談しながら安全なとこ

ろへの移転促進にもつなげているところでござ

います。 

○島軒純一議長 以上で10番鈴木藤英議員の一般質

問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○島軒純一議長 以上をもちまして本日の日程は終

了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 

  午後 ４時２１分 散  会 
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